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Ａ．研究の背景と目的 

ろう・難聴児に対する音声言語のみによ

る療育については、聴覚活用の限界や、障害

の重複による言語発達遅滞、親子の意思疎

研究要旨  

我が国では、ろう・難聴児が早期（0，1，2 歳・乳幼児期）から手話言語を習得できる体

制は、現在までほとんど整備されていない。手話習得支援体制を提案するにあたり、まず、

国内のいくつかの地域で、どこで手話が教えられているのかについての実態を把握した。ま

た、「手話習得の支援とはどのようなものをいうのか」についてアメリカ合衆国の体制につ

いて調査を行った。アメリカの手話療育体制では、音声言語と手話言語双方の情報を持ち、

家族の支援をする早期支援提供者（Early intervention provider）、手話ネイティブのろう

者や流暢に手話が扱える聾学校教員、手話言語発達のアセスメントができる手話専門家（第

二言語としての手話教育の資格を持つ）のほか、デフメンターが早期支援を支えている。翻

って日本では、前者 3つは専門教育課程を立ち上げるハードルが高いため、「デフメンター」

を養成・供給することが、現実的かつ即応性のある提案として位置づけた。 

デフメンターは、成人ろう者が、言語社会文化モデルに基づき、手話の言語モデル及び、

ろう者としてのロールモデルとして家族の伴走支援を行うものである。デフメンターは、本

人のアイデンティティと言語使用に依拠するが、それを客観視する研修に加え、子育て支援

の基礎を身につけることで養成できる。 

デフメンターの活動が求められる場面、機能を整理し、専門性が上乗せで必要とされる場

面もあるが、デフメンターの基礎となる言語モデル・ロールモデルとしての伴走支援者とし

ての制度上の位置づけは、子育て支援員に類するものとしていくことを提案する。 
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通の不全感、長期的な語用論的発達や社会

性認知の発達への影響などの問題が指摘さ

れている。これらの問題を解決するために、

音声と手話を相補的に活用できるような言

語習得システムの構築が求められている。

そこで本研究は、難聴児が早期から手話言

語を習得できる体制整備を目指し、それに

必要な事項を明らかにすることを目的とし

て進めてきた。 

現在まで、ろう・難聴児の療育には多くの

聴者（聞こえる人）の専門職が関わってき

た。よって、研究プロジェクトの初期には手

話習得の重要性に関する知見を、聴者の専

門職に提供することも、検討していた。つま

り、手話に関する情報を、ろう・難聴児の療

育についての情報提供を行っている聾学校

教諭・耳鼻咽喉科の中核機能がある病院や

難聴児向け児童発達支援センターの言語聴

覚士、地域で療育・保育にあたる保育士等の

担当者、新生児訪問などをおこなっている

保健師などに手話療育の必要性を理解して

もらうことで、手話を家庭に導入する支援

となりうると考えていた。しかし、現職の聴

者の療育担当者に手話を扱える者は少数で

あり、情報提供をしても、手話での療育が実

現することは現実的でないことが見えてき

た。とりわけ、第二言語として手話言語を運

用する者にとって、乳幼児期に子どもに対

するインプットや子どもの発信を捉える理

解力などは、手話も言語であることから、一

朝一夕には身につくものではない。 

そこで我々は、手話療育の担い手は、手話

を第一言語として扱えるろう・難聴の当事

者である「ろう者」が良いと考えた。ろう者

であれば、音の前触れのない視覚的コミュ

ニケーションの萌芽を支援し、早期の親子

のコミュニケーションを成立させる役割を

担うことができる。裏を返せば、こうしたろ

う者の支援者がいないまま、手話療育の効

果や必要性を整理した情報を発信しても、

子どもへの適切な手話のインプットは促進

されない。ゆえに本研究班では、手話療育体

制整備に資する研究的試行として、ろう者

の大人が手話療育の担い手となるデフメン

ター養成プログラムを提案することに焦点

を定めた。 

ここで検討したのは、ろう者の支援者が

どのような役割を果たすべきかである。具

体的には、以下 3 つの課題に取り組み、今

後の人材育成方針の明確化を目指した。 

 

① 支援者の制度上の位置づけの検討：既

存制度上でろう者の支援者がどのよう

な位置づけで働けるか。 

② 地域の実態を把握した上で（1年目、2

年目）、どのような専門性がある人材を、

どのように養成することができるか。 

③ どのような場で活動が求められており、

かつ可能か。 

 

Ｂ．研究方法 

(1) 支援者の制度上の位置づけの検討 

【方法 1】制度的検討 

日本の既存制度を洗い出し、アメリカで

の支援体制と比較し、不足している人材が

どのような人材で、どのような役割を果た

すのか検討した。 

研究 1、2 年目である令和 5，6 年度にア

メリカの療育の中心である聾学校・研究機

関・支援者養成機関・早期支援の学会等に訪

問し、ヒアリング・見学を行い、研究班でデ

ィスカッションを行った。 
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【方法 2】 講演会の実施 

令和 6 年度（２年目）には、アメリカで

ろう者の支援者を養成しているボストン大

学の Todd Czubek 上級講師の講演会、令和

7年度（３年目）にはテキサス聾学校で働く

ろう者の支援者であるデフメンターとして

働く山田茉侑教諭の講演会をハイブリッド

形式で実施し、あり得る支援の形を現職の

担当者や、ろう者コミュニティの人々と模

索すると共に、支援者としてのろう者とい

うモデルについて周知を行った。 

 

(2) 地域の実態を把握（1年目、2年目）し

た上で、どのような専門性がある人材を、ど

のように養成することができるか 

【方法 3】 国内の手話療育拠点の調査 

令和 5，6年度にかけて、日本国内で手話

療育体制が有ると思われる地域（東北、関

東、関西、九州）に訪問し、実態を把握した。

聾学校とそこと連携している児童発達支援

事業所等の視察を行うことにより、地域ご

との支援体制の中心、人材がどこにいて、ど

のように活動しているか把握し、何が良い

点で、不足しているのかについて検討した。

その上で、不足している知見やシステムが

なにかについて、（1）を踏まえて検討した。 

 

(3)どのような場で活動が求められており、

かつ可能か 

【方法 4】支援拠点でのヒアリングとデフメ

ンター研修の実施 

（1）と（2）をあわせて、ろう者が果たす役

割が認識されている支援体制がある場で、

ヒアリングを行うと同時に、デフメンター

の試行研修を実施した。全国から、児童発達

支援事業所の支援者・聾学校教員等の現職・

ろう児の親、学生と幅広い属性のろう者 20

名を参加者として、オンライン講座と座学・

ワークショップ形式の研修を行い、意見交

換を行った。このことでデフメンターのあ

り方についての検討を進めた。 

 

（倫理面への配慮） 

手話療育支援者養成・育成プログラムの

検討に係る調査については、常葉大学研究

倫理審査の承認を得て実施した（研草 25 -

4）。また、ヒアリング・見学先・現職者に対

しては本研究の趣旨を説明し、同意を得た

範囲内で進めた。 

 

Ｃ．研究結果 

(1) 支援者の制度上の位置づけの検討 

(1)-1 アメリカとの比較 

既存制度上でろう者の支援者がどのよう

な位置づけで働けるかを明らかにするため、

アメリカ合衆国の手話療育体制についての

サーベイ、現地の見学・ヒアリングなどを踏

まえ、有識者の講演会を企画し、日本でどの

ように導入したら良いか、ろう者コミュニ

ティとディスカッションを進めた。 

我々は、ワシントン DC、メリーランド州、

ロチェスター、テキサス州、マサチューセッ

ツ州等の聾学校と手話関係の高等教育機関

（ギャローデット大学・ボストン大学等）の

視察、アメリカ国内の学会である EHDI（難

聴児の早期発見・早期介入）学会参加とヒア

リングを通して、以下のことを把握した。 

アメリカの手話療育（幼児期の手話習得

を含む支援）の中心的な拠点は各州に設置

されている聾学校が多い。アメリカの障害

児の療育は、３歳未満の家族支援計画
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（IFSP：Individualized Family Service 

Plan）と 3 歳以降の個別の指導計画（IEP: 

Individualized Education Program）を、

支援に関わる多職種にわたる専門家の集ま

るケース会議を経て策定して個々への介入

支援が行われている。特に３歳未満は家族

を対象にした支援であり、３歳以降は子ど

も本人を対象とした支援となる。この家族

支援については、親へのメンタルサポート、

偏りのできるだけ少ない情報提供、手話に

関しては親やきょうだい、祖父母等親族の

手話習得の支援などが行われている。 

日本において、聾学校等では、３歳未満の

学年では「乳幼児相談」として、主に親に対

する相談支援を受けており、幼稚部では親

が同席する支援を積極的に行っていた過去

もあるが、現在では他の幼稚園相当の幼児

教育同様、基本的には預かっての支援とな

っている。また、旧難聴児通園施設にあた

る、難聴児を受け入れている児童発達支援

センター等でも乳幼児期の支援を行ってい

るが、基本的に手話は中心ではない。さら

に、地域の小児耳鼻咽喉科の拠点病院で、言

語聴覚士による音声言語指導等も行われて

いる。アメリカでは、複数の支援拠点に通っ

ていても、IFSPや IEP は、１人につき１つ

のプランを共通して用いるが、日本ではそ

の共有システムが乏しい。 

アメリカの難聴児の早期支援に関わる支

援者の中で鍵となるのは、早期支援提供者

（Early Intervention Provider）である。

家族心理、カウンセリング、聴覚障害児教

育、地域の様々な支援プログラム等に精通

した人材として期待されている。この早期

支援提供者は、修士課程修了相当の資格で

あ る 言 語 病 理 士 （ Speech Language 

Pathologist）や、博士課程まで必要な聴覚

士（Audiologist）が、これらの資格を有し

た上で、さらに研修を受けて家族支援の専

門性を持って行っている。聾教育の専門家

が早期支援の知識を身につけて行うことも

ある。この早期支援提供者は、複数の学位・

資格を持ち、博士号相当の学歴を持つ人も

多い。この養成研修は、言語病理や聴覚士の

教育課程がある大学のほか、手話教育の拠

点であるギャローデット大学でも行われて

いる。 

多くの早期支援プログラムには、定期的

な家庭訪問が含まれており、プッシュ型の

支援を受けられる仕組みが模索されている。

また、コロナ禍を経て、ますます積極的にオ

ンラインでの相談支援を取り入れる姿勢が

ある。ただし、家庭訪問などの個別の対面で

の支援や親子が集合する活動は依然として

重要である。 

アメリカの聾学校を拠点とした手話での

支援は、乳幼児期には定期的に開催される

集団指導と、家庭訪問指導がある。入り口の

支援は早期支援提供者が担うが、手話関係

の支援であれば聾学校の教員が中心となり、

教育にあたる。特に３歳以降は幼稚部での

教育で、集団での指導が主になる。3歳以上

の「個別の指導計画」は、言語やその他の発

達指標のアセスメントと、定期的に開催さ

れる、多職種にわたる支援者が集まるケー

ス会議で半期ごとに共有され、活用されて

いる。 

 

【手話専門家によるアセスメント】 

メリーランド聾学校の見学で得た知見と

して、肢体不自由や発達障害等の重複障害

で手話での言語発達に困難がみられる子ど
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もたちに、加配の手話専門家（ Sign 

Language Specialist）がつくことが挙げら

れる。手話専門家は、基本的には成人にアメ

リカ手話を第二言語として教育する教師で

あり、修士号相当の学歴を持つ。これに子ど

もの言語アセスメントに役に立つ最新の知

見を学びながら従事している。手話専門家

が加わることで、手話での言語発達の評価

と、手話発達の遅れへの個別対応を行うこ

とができる。また、親や親族への手話指導も

この手話専門家が行ったり、手配したりし

ていることが多い。手話専門家が参照する

子どもの手話発達の基礎知識については、

ギャローデット大学やボストン大学で、教

育実践の場と繋がりながら研究が進められ

ている。 

 

【デフメンター】 

デフメンターは、早期支援のプログラム

の一部である。聴者の早期支援提供者が家

庭訪問して情報提供をしたり、相談にのっ

たりする支援を提供するが、さらに支援に

加わる成人ろう者がデフメンターである。

当事者が支援に加わるというこの支援は、

コロラドで開発された早期支援プログラム

SKI-HI の一部を担うものとして、1991年に

導入された。2001 年にはデフメンター養成

カリキュラム（Pittman ed. 2001）も発刊

されている。導入については、1990年代か

らの州もあるが、テキサス聾学校では 2020

年からなど、近年でも導入実績があり、親子

のコミュニケーション支援の手段としてろ

う者の当事者が支援に加わることは、現在

も注目を集めている（Lillo-Martin et al. 

2023）。 

デフメンターは、ろう者の当事者である

大人が、言語社会文化モデルに基づいて家

庭に介入し、ロールモデル・言語モデルとし

て、ろう児をもつ家族を支援する仕組みで

ある。従来、親に情報を与え導く早期支援提

供者の多くは聴者である。これに対し、デフ

メンターはメンター（伴走支援者）として設

定されており、その名の通り大人のろう者

が「メンター」の役割を果たす。先天性・言

語獲得前早期失聴の聴覚障害児の 95％が聞

こえる親の元に生まれてくるため、聴者の

親がろう・難聴児の言語モデル・ロールモデ

ルとしての役割を果たしにくい。よって、ろ

う・難聴児のいる家族に最も身近な大人の

ろう者として、デフメンターは、自身が言語

モデル・ロールモデルとしての役割を果た

すだけでなく、ろう者コミュニティと家族

をつなぐ役割も持つ。 

デフメンターは、一定の学歴をもち、犯罪

歴などがなく、地域のコミュニティでの評

判などから選ばれたろう者が、最低 3 日間

の研修を受けて従事する。研修は短いが、継

続的なケース会議やスーパービジョンが行

われるフォロー体制も整備されている。 

 

【手話の専門性の評価】 

日本では、教諭が聾学校（聴覚特別支援学

校）に着任する前に手話を覚える必要はな

く、教職免許状を取得するのにも日本手話

の語学力は不要である。手話を使う聾学校

は多いが、その「手話」は、聾学校着任後に

付け焼き刃で単語を覚え、日本語の発話に

沿って視覚的な単語を表出する日本語対応

手話（手話つきスピーチ）になることが極め

て多い。 

我々の視察の結果、日本の聾学校や児童

発達支援事業所では、手話を第一言語にす
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るろう者が支援に従事しているところが散

見されるが、基本的には手話自体の専門性

を評価されているわけではない。聾学校に

おいても、ろう者の教員は、絵本読み聞かせ

や手話単語のモデルとして役割を果たすこ

とが求められる傾向にある。また、聾学校で

は、地域のろう者が薄謝あるいは無償ボラ

ンティアとして、「手話」での子ども達との

関わりを提供することがある。これは、聾学

校に自身の子どもが通っている（卒業生を

含む）ろう者の親が PTA 活動として行うこ

とが多いようである。ここでは、手話の専門

性、子育て支援や幼児教育の専門性、幼児に

対する表現の専門性などは考慮も評価もさ

れていない。 

しかし実際は、聴者の教員が付け焼き刃

で覚える「手話」（手話つきスピーチ）と、

ろう者が幼少期から子ども同士で関わり合

いながら習得する手話（日本手話）は全く別

の言語体系をもつ。手話つきスピーチは、日

本語を習得したあとであれば有効なコミュ

ニケーション手段だが、第一言語として乳

幼児期に習得しやすいものは日本手話であ

る（Lillo-Martin & Henner 2021; 高嶋・

杉本 2020）。 

日本で令和 4 年度に厚生労働省がとりま

とめた「難聴児の早期発見・早期療育推進の

ための基本方針」では、あらゆる言語・コミ

ュニケーション手段の選択肢が保障される

ことが重要であるとされ、モデル事業も始

まっているが、モデル事業で中心となるの

は、情報を提供する専門家である。アメリカ

の早期支援提供者は SLP や Audiologist だ

ったが、日本でこの早期支援提供者は言語

聴覚士ないし聾学校教諭（乳幼児相談担当

者）が担当する。日本では「取り得る選択肢」

そのものに手話が制度的に含まれていない

ために、手話療育の情報提供は乏しいのが

現状といってよいだろう。 

手話専門家については、第二言語として

の手話教育に関する修士号相当以上の専門

家がアメリカにはいるが、日本ではこうし

た専門性を評価する仕組みが整っていない。

特に第一言語としての手話習得・手話言語

発達について、アセスメントを行える人員

は不足しているし、養成を行える機関もな

い。また、アメリカ手話やイギリス手話など

の言語発達の基礎研究や、習得開始年齢

（Age of acquisition）による文法発達の

遅れなども進められているが（ Lillo-

Martin & Henner 2021）、日本手話の言語発

達についての基礎研究も不足している。 

これらを総合すると、日本では、アメリカ

の早期支援提供者レベルの専門知識や、手

話専門家としての言語アセスメント技能が、

一朝一夕に養成できる環境はない。これら

のことから、研究班では、日本で手話療育を

実現するために最初の一歩として提案でき

ることは、デフメンター養成であるとの認

識に至った。 

デフメンターは、日本手話を第一言語と

して生活し、ろう者としてのアイデンティ

ティを持ち、早期支援を行うための幼児教

育、手話教育の基礎知識を研修で身につけ、

言語モデル・ロールモデルの役割を果たす。

現在でもろう者の大人は、単語や絵本読み

聞かせを表出したりして、言語資源として

支援活動に従事している。こうした人々が、

言語だけでなく、ろう者として生きること

を見せるというロールモデルの役割を果た

せるよう、子育て支援の基礎とろう者とし

てのロールモデル・言語モデルになるため
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の研修を行い、デフメンターとしての役割

に自覚的な支援者を増やすことを目標とし

た。 

 

(1)-2 デフメンターの位置づけについて 

デフメンターの役割が、言語モデル・ロー

ルモデルであることと、子育て支援員研修

相当の研修を組み立てることで、「子育て支

援」つまり、親子の支援を行う支援者が、既

存の制度上でどこに位置づけられるか検討

した。 

子育て支援員研修は児童福祉法や子ど

も・子育て支援法に基づいたもので、保育士

ではないものの、子どもの支援と子育ての

支援（親子に対する支援）双方をカバーする

ものである。デフメンターは、子育て支援員

に類するものとして養成を行うことにより、

児童福祉法を根拠とした児童発達支援事業

所における支援、養育支援訪問事業などに

のせることを目標として、制度化に向けて

動くことを提案したい。ただし、以下(3)で

整理するように、既に保健師・助産師・保育

士等の資格を有するろう者に関しては、言

語社会文化モデルとしてのデフメンター研

修を受講すれば、その職種の専門的支援を

行うと同時に当事者の視点を持った支援を

強化することができる。 

もうひとつの可能性は、障害者総合支援

法・地域生活支援事業を根拠とした聴覚障

害者情報提供施設を拠点とした意思疎通支

援事業やろうあ者相談員の事業への編入で

ある。これは地域の聴覚障害者を支援する

仕組みであるが、成人向けであり、家族支

援・子育て支援の仕組みとしては整ってい

ない。ただし、意思疎通支援事業やろうあ者

相談員の事業を提供している事業所は、地

域のろう者コミュニティとつながりが強い

ため、デフメンター候補の人選などに関し

て、協力関係を持った方が良いだろう。 

結論として、障害児支援は、発達障害の認

識に伴い整備されてきた児童発達支援事業

に則った制度化を検討すべきだといえる。 

 

(2) デフメンターが果たす、現在不足して

いる役割：親子間に安定したコミュニケー

ション関係を形成すること（前川） 

  上述のように、日本の手話療育の現状で

は、ろう者は主として「手話という言語資

源（あるいは記号としての手指単語）の提

供者」として位置づけられ、絵本読み聞か

せや単語提示など限定的な役割にとどまっ

ている。上述のように、聾学校や近隣の児

童発達支援事業所では、成人した聾学校卒

業生や、ろう児をもつろう者の親がボラン

ティアとして手話単語を教えたり、絵本読

み聞かせを担ったりする実態が見られた。

しかし、それらは制度化された専門的支援

ではなく、ろう者個人の善意や経験に依存

している。また、第二言語として手話を指

導する専門的訓練を受けた人材は乏しく、

手話言語発達のアセスメントを担う体制も

整備されていない。 

この背景には、日本において手話が「言

語」として十分に位置づけられてこなかっ

たことがある。支援の場では、日本語対応

手話に準じた単語学習が重視されやすく、

視覚的コミュニケーションを成立させるこ

とや、親子の相互作用を形成することへの

関心は十分ではなかった。その結果、補聴

器装用や聴覚活用といった器質的側面と音

声言語習得の支援は行われても、親子間で

視線やジェスチャーを含めた自然なコミュ
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ニケーションを成立させる支援が不足して

きた。 

しかし本来、ろう・難聴児支援において

重要なのは、親子間に安定したコミュニケ

ーション関係を形成することである。その

ためには、ろう者を「大人になったろう・

難聴児の一つの姿」として位置づけ、親子

が将来像を具体的にイメージできるように

することが必要である。また、言語継承に

は、実際にその言語を生活の中で用いてい

る言語モデルの存在が不可欠である。ろう

児の多くが聴者家庭に生まれる日本におい

て、家庭外のろう成人がその役割を担うこ

とは、日本手話コミュニティの維持・継承

という観点からも重要な意味を持つ。ろ

う・難聴児は情報の欠けや遅れのない手話

でのコミュニケーションが可能な手話コミ

ュニティに参加することで、言語発達、対

人調整能力を含む認知発達、自己肯定感な

どを育むことができる。 

アメリカの支援体制では、ろう者は単な

る「手話資源」ではなく、ろう児のロール

モデル・言語モデルとして制度的に位置づ

けられている。デフメンターは、家庭訪問

等を通じて、親子のコミュニケーション成

立そのものを支援する役割を担っている。

また、これとは別に、手話を第二言語とし

て指導し、手話言語発達を評価・アセスメ

ントする専門職も配置されていた。すなわ

ち、家庭における言語環境形成を担う役割

のデフメンターと、言語発達支援を専門的

に担う役割の手話専門家が分化されてい

た。 

以上より、日本で不足しているのは、第

一に、ろう者を言語モデル・ロールモデル

として位置づける視点であり、第二に、親

子コミュニケーション成立を支える家庭支

援機能であり、第三に、手話を言語として

扱い、その発達を評価・支援する専門体制

である。 

本研究では、先行してデフメンターの養

成のみを提案したが、デフメンターと子ど

もに手話を教える手話専門家は、共通する

部分もあるが、相互補完的に計画すること

が必要であることに注意が必要である。 

 

（3）デフメンターの活動領域と機能のあり

方について（松﨑） 

デフメンター制度に関する先駆的な取り

組みを行っているアメリカの中で、テキサ

ス聾学校の事例では、テキサス州の予算を

使って聾学校の早期支援プログラムにデフ

メンターを確保しており、それゆえにデフ

メンターの活動領域と機能は同プログラム

の中で定められている。 

以下、テキサス聾学校の事例報告および

テキサス聾学校でデフメンターを担当して

いる講師へのヒアリングから、テキサス聾

学校早期支援プログラムにおけるデフメン

ターの機能は表１のように確認された。 

 

表１ デフメンターが担っている機能 

（2025 年 8月現在） 

①ろう・難聴児との手話コミュニケーショ

ンの実践や演示 

②ろう・難聴児に対する手話による絵本読

み聞かせ（絵本の選定支援も含む） 

③家族への手話表現や手話会話の指導 

④家族内の視覚的コミュニケーション環境

の構築 

⑤ろう・難聴に関わるコミュニティ・教育・

職業・生活・文化等に関する家族への情

報提供 

⑥家族と親子コミュニケーションの変化や

支援について振り返りと助言 
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⑦支援チームで個別支援計画等の協議に参

加、支援事例について情報提供 

 

なお、早期支援プログラムには他に関連

する機能も複数考えられるが、テキサス聾

学校においては表２のような状況であった。 

 

表２ デフメンターが実施していない他の

機能に関する状況（2025年 8月現在） 

機能 
デフメンターの 

実施状況 

手話言語発達の評価 

未実施 

（手話教育の専門性を

有する人が対応） 

手話コミュニケーシ

ョン発達の評価 

未実施 

（今後デフメンターの

機能に含める予定） 

ろう重複障害児にお

ける発達評価および

ニーズ把握 

未実施 

（大卒支援者が対応） 

ろう重複障害児との

手話コミュニケーシ

ョン支援 

未実施 

（大卒支援者が対応） 

家族心理カウンセリ

ング 

未実施 

（ろう者のアイデンテ

ィティ形成などを把握

している心理士が対応） 

発達評価の解説およ 未実施 

び支援プランの提案 （ろう学校教員が対応） 

聾学校に各家族の支

援を協議・提案 

未実施 

（ろう学校教員が対応） 

 

日本におけるデフメンターの機能のあり

かたについては、まず、言語社会文化モデル

に基づいた「ろう」というアイデンティティ

基準を自覚し、家族の心理状態に応じた手

話コミュニケーション支援を行うことを根

幹とする。そこに表１をベースにしつつ、活

動領域に応じて必要な機能を加えることに

なると思われる。 

そこで、日本版デフメンターが国内の既

存の制度的枠組みのなかで実施可能な活動

領域を検討し、各々の活動領域にあわせて

デフメンターの機能等を表１をベースにど

のように強化・補強する必要になるのかを

検討する。デフメンターの活動領域に関し

ては、教育委員会担当者、ろう学校担当教

員、発達支援センター事業担当者等のヒア

リングから、表３の①～④のパターンが想

定された。 

①に関しては、ろう・難聴者が保健師・助

産師・保育士等有資格者であれば、事業所内

施主体 予算
デフメンター担当と
なる人材条件

コーディネート担当
家庭訪問支援
できるか

実施地域

①厚生労働省
（発達支援センター家族支援事業：
養育支援訪問事業）

各市町村
保健師・助産師・保
育士等有資格者の
ろう・難聴者

主にサービス管理責
任者が担当

可

全国の「主たる対象を難聴とする発達支援センター」
（２０施設　２０１２年度調べ）
東北地方　秋田県
関東地方　埼玉県・東京都・千葉県・神奈川県
東海地方　愛知県・岐阜県
北陸地方　富山県
近畿地方　京都府・大阪府・兵庫県
中国地方　岡山県・広島県
四国地方　香川県・高知県
九州地方　福岡県・熊本県

聴覚障害児に特化した発達支援センター
（１９施設　２０２１年度調べ：　参考２２施設　２０２５年）
北海道地方　北海道
関東地方　群馬県・東京都・埼玉県
東海地方　愛知県・三重県
北陸地方　石川県
近畿地方　京都府・奈良県・兵庫県
中国地方　広島県
九州地方　福岡県・鹿児島県

②東京都教育委員会
（早期教育相談指導員制度）

東京都教育委
員会

一般のろう・難聴者
各聾学校乳幼児教育
相談担当教員

否
（専門家のみ）

東京都内の各ろう学校

③東京都以外の教育委員会
（加配教員制度で乳幼児相談に配置）

各都道府県教
育委員会

教員採用試験に合
格したろう・難聴者

－ 否
北海道（札幌）・茨城県・埼玉県・福岡県
（２０２５年調べ）

④東京都以外の教育委員会
（ボランティアで乳幼児相談に配置）

各都道府県教
育委員会

一般のろう・難聴者
（保護者含む）

各聾学校乳幼児教育
相談担当教員

否 全国各地で行われている可能性
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の調整で表１にあるようなデフメンターと

しての役割を担うことは可能と思われる。

ただし、家庭とのコーディネート担当はデ

フメンターではなく、サービス管理責任者

等、養育支援訪問事業の責任者が担当する

と考えられる。その場合は、聴覚障害領域に

おける早期支援関係の専門知識や対応技術

について学んでいると思われる言語聴覚士

等がその責任者を担うことが、最低限求め

られる体制整備になるだろう。その上で、言

語聴覚士等責任者含む事業所スタッフ体制、

地域における早期支援の課題や家族のニー

ズなどを踏まえながら、その時々に適した

デフメンターの役割を表１から決めていく

プロセスが必要であろう。特に、放課後等デ

イサービスや発達支援の専門性の不足が各

地で指摘されている現状を鑑みれば、①の

パターンにおけるデフメンターは、表１の

機能だけでなく、聴覚支援学校や障害福祉

課等とのネットワーキングを通してデフメ

ンターとして発揮すべき機能の把握、早期

支援に関する外部研修への積極的な参加に

よる知識や技術のアップデート、といった

機能が特に求められよう。 

②は東京都教育委員会の事例である。東

京都独自の制度に基づき、ろう学校が一般

のろう者を相談員として確保している。こ

の点で、アメリカのテキサス州立ろう学校

におけるデフメンターの事例と共通する。

ただし相談員は家庭訪問支援を担当できな

い。来所による相談のため、複数の家族によ

るグループ活動や保護者同士の情報交換が

行われ、相談員も支援で加わることがある。 

また、東京都以外の各都道府県と少し異

なる事情があるようである。東京都以外の

各ろう学校では２名以上の乳幼児相談担当

教員が配置されているのに対し、東京都で

は１名で配置される傾向がある。そのため、

東京都制度の相談員に関することは担当教

員に一任され、かつ本来の乳幼児相談業務

全般も担うため、相談員のために相談や OJT

に時間を割くことは難しい状況である。ま

た、こうした状況においては、デフメンター

は最初から即戦力であることが求められる。

したがって、パターン①等でデフメンター

としての経験を一定程度積んでおくか、も

しくは外部の者によるデフメンター研修環

境をろう学校向けに整備するかが重要にな

ると思われる。 

さらに、公立ろう学校の性格上、ろう重複

や盲ろうも含めて７０～８０件の相談事例

がある。単一ろうだけでなく、様々な障害に

関する基本知識や他の障害が重複する場合

の家族の多様なニーズに応じた手話・視覚

的コミュニケーション支援、といったろう

重複障害、盲ろう領域の支援に関する機能

を備えることが求められよう。 

③については、ろう学校乳幼児相談に配

置された正規教員がデフメンターを担うパ

ターンである。従来行われている学内研修

と外部のデフメンター研修の両方を重ねる

ことで、公立ろう学校におけるデフメンタ

ーとしての機能が強化されると思われる。

ただし正規採用であるため人事異動が３～

５年で行われることがネックである。 

④は、正規採用ではない者がボランティ

アとしてろう学校等療育関係でデフメンタ

ーの機能を担うパターンである。無償ボラ

ンティアであり、月１回程度の活動である

ことが多いため、上記①～③と比べて絵本

読み聞かせだけ、あるいは保護者への手話

指導だけを担うなど支援活動の範囲はかな
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り制限される可能性が高く、研修も自己流

になりがちであるため、デフメンター育成

カリキュラムの一部を受けておく必要があ

る。あるいは、パターン①でデフメンターと

して経験を重ねている者が④を担う体制を

整備していくのもよい。 

今後は、全国各地の地域事情を踏まえて、

どのパターンの活動領域から戦略的に始め

ることになる。また、各活動領域におけるデ

フメンターの活用状況の把握およびフォロ

ーアップ調査を進めながら、デフメンター

育成研修カリキュラムのメニューを充実さ

せる必要もあるだろう。最終的にはパター

ン①または②のように制度的根拠のある採

用でデフメンターを安定的に供給する体制

の整備を目指すことになると考えられる。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、アメリカの手話療育体制と

の比較を通じて、日本における手話療育の

課題を整理した。その結果、日本では、ろう

者が主として「手話という言語資源の提供

者」として位置づけられ、家庭における親子

コミュニケーション成立支援や、ろう児・家

族への継続的支援を担う専門職として制度

化されていないことが明らかになった。 

特に、日本では手話が「言語」として十分

に位置づけられてこなかったため、支援の

中心が単語学習や日本語対応手話に偏りや

すく、視覚的コミュニケーションの成立や、

親子間の自然な相互作用を支えるという観

点が不足していた。また、補聴器装用や聴覚

活用など器質的側面への支援は行われてき

た一方で、親子間に安定したコミュニケー

ション関係を形成し、その上で子どもの言

語発達を支える体制は十分に整備されてい

ない。 

一方、アメリカでは、ろう者は単なる手話

表現の提供者ではなく、ろう児の言語モデ

ル・ロールモデルとして位置づけられてい

た。デフメンターは、家庭訪問等を通して親

子コミュニケーションそのものの成立を支

援し、親が子どもとの関わり方を具体的に

学ぶ機会を提供していた。また、これとは別

に、手話を第二言語として指導し、手話言語

発達を評価・アセスメントする専門家が配

置されており、家庭支援と専門的言語支援

が役割分担されていた。 

これらを踏まえると、日本で不足してい

るのは、ろう者を「大人になったろう・難聴

児の一つの姿」として位置づける視点、言語

継承を支える言語モデルの存在、手話を言

語として扱う専門的支援体制、そして親子

コミュニケーション成立を基盤として言語

発達を支援する仕組みであると考えられる。

ただし、手話の言語教育の専門性は修士課

程相当以上、早期支援提供者としては、言語

聴覚士(専門士)以上の資格にさらなる研修

を追加した研修が必要など、一朝一夕に養

成体制を整えることが難しいものが多かっ

た。一方で、手話療育を普及させようとした

とき、手話に関する情報を聴者の手話がで

きない支援者に啓発しても、実質的に手話

コミュニケーションが家庭に導入されなけ

れば意味がない。 

以上を踏まえると、日本における手話療

育体制整備には、ろう者が主体となって家

庭支援に関与する「デフメンター」の制度化

が第一に必要である。また同時に、手話言語

発達の評価や指導を担う手話専門家の養成

も進め、両者を相互補完的に配置する必要

がある。親子コミュニケーション支援を基
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盤として、手話を含む言語・コミュニケーシ

ョン能力の発達を継続的に評価・支援でき

る体制を構築することが、今後の重要課題

である。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、アメリカの手話療育体制と

の比較および国内調査を通じて、日本にお

ける手話療育体制の課題を整理した。その

結果、日本では、ろう者が手話の言語資源提

供者として限定的に関与している一方で、

親子コミュニケーション成立支援や、手話

を基盤とした言語環境形成を担う専門職が

制度化されていないことが明らかになった。 

そこで本研究では、ろう者が家庭支援に主

体的に関与し、親子コミュニケーション成

立を支援する専門的役割として「デフメン

ター」を提案した。デフメンターは、ろう児

とその家族に対して、言語モデル・ロールモ

デルとして継続的に関与する存在である。

また、デフメンターによる家庭支援と並行

して、手話言語発達の指導・評価を担う手話

専門家を養成し、両者を相互補完的に配置

する必要性が示唆された。 

今後は、デフメンターを継続的に供給で

きる人材養成体制の構築と、資格・研修制度

の整備が必要である。また、言語聴覚士、保

育士、早期支援員、聴覚障害児支援コーディ

ネーター等の既存専門職との役割分担や連

携体制を整理し、チームとして機能する支

援モデルを構築する必要がある。デフメン

ターが、ろう・難聴児家族を地域のろう・難

聴者のコミュニティとも接続する役割を果

たすためには、意思疎通支援事業を担う聴

覚障害者情報提供施設や、ろうあ者相談員

等とも連携を模索するべきであろう。 

さらに、地域による支援格差を是正し、全

国的に安定した支援を提供するためには、

ろう学校、児童発達支援事業所、地域支援機

関等を活用したそれぞれの地域の実態に合

わせた展開の仕組みを整備することが求め

られる。加えて、遠隔支援の導入や、デジタ

ル技術を活用した教材・情報提供システム

の整備も重要である。特に、ろう・難聴児の

養育者や親族だけでなく、各専門職に対す

る手話への理解を促進する資料や、親子コ

ミュニケーション支援に活用できる教材を、

地域差なく提供できる体制を構築する必要

がある。 

また、デフメンターによる家庭支援のみ

ならず、手話言語発達の評価・指導を専門的

に担う上位専門職（手話専門家等）の養成も

必要である。そのためには、日本手話の言語

発達過程に関する基礎研究、親子コミュニ

ケーション成立条件に関する研究、視覚的

コミュニケーションの特徴を踏まえたアセ

スメント方法の開発など、基盤的研究を推

進する必要がある。 

加えて、日本の家族文化や子育て支援制

度の特徴を踏まえた家庭支援モデルを構築

し、効果的な介入方法について検討してい

く必要がある。さらに、デフメンターが孤立

せず継続的に活動できるよう、スーパービ

ジョン体制、自助組織、継続研修の仕組みを

整備し、専門職コミュニティとして維持・発

展させることも重要である。 

 

Ｆ．研究発表 

 1.  論文発表 

・ 伊藤理絵（2026）「学校」について考え、

議論する思春期・青年期の道徳教育につ

いての一考：自分のことば “Logo-
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Melody” を奏でられる学校になるため

に．常葉大学保育学部紀要, 13, pp.67–

78 

 

2.  学会発表 

・ 伊藤理絵(2025)．聴者保育者・教育者を

対象とした日本手話による絵本読み聞

かせ研修の提案．日本乳幼児教育・保育

者養成学会 第 6回研究大会， オンライ

ン及びオンデマンド． 

・ 高嶋由布子(2025)手話の早期習得支援：

当事者が中心となる習得計画について.

社会言語科学会 第 49回大会.（招聘発

表） 

 

3 その他 

・ 松﨑丈（2025）ろう重複の子どもたちと

のコミュニケーション.明石書店.（書

籍） 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

  なし        
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Lillo-Martin, D., & Henner, J. (2021). 

Acquisition of sign languages. Annual 
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Pittman, P. (ed.) (2001) The Deaf Mentor 

Curriculum: A Resource Manual for Home-

based Bilingual-bicultural Programming for 

Young Children Who are Deaf. Hope, Inc. 

高嶋由布子・杉本篤史 (2020). 人工内耳時

代の言語権―ろう・難聴児の言語剥奪を

防ぐには. 言語政策, 16, 1-28. 
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令和 7年度 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 
デフメンター研修の設計 

 

研究分担者  阿部敬信 九州産業大学 人間科学部 

研究分担者  伊藤理絵 常葉大学 保育学部 

研究分担者  高嶋由布子 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

研究分担者  前川和美 関西学院大学 手話言語研究センター 

研究分担者  松﨑丈  宮城教育大学 教育学部 

研究協力者  池田亜希子 私立明晴学園 

研究協力者  賀屋祥子 東京電機大学 

研究協力者  澤田利江 NPOデフ Networkかごしま 

研究協力者  武田太一 特定非営利活動法人つくし 

Ａ．研究目的 

ろう・難聴児に対する手話療育体制整備

の第一歩として、デフメンター研修の試行

を行うことで、研修にはどのような人材が

集まり、どのような研修が可能かについて

検討を進めた。 
 

Ｂ．研究方法 

(1) 周知・募集と参加者の選択 

・ 令和 7 年 7 月 デフメンター講演会を

ハイブリッド形式で実施し、デフメン

ターという概念について周知した。 

・ 同 8 月 プレ研修として絵本読み聞か

せ合宿を実施した（参加者 8 名/応募

者 24名）。 

・ 同 12月 デフメンター研修の参加者の

募集を開始した。 

募集に際しては、地域、現職、資格

の有無、志望動機（手話動画と日本語）

などを収集し、研究班で検討のうえ、

研究要旨  
本研究では、ろう・難聴児に対する手話療育体制整備の第一歩として、日本版デフメン

ター研修の試行を実施し、どのような人材が集まり、どのような研修が可能であるか、ま

た制度化に向けた課題は何かについて検討した。ここではアメリカのデフメンター制度を

参考にしつつ、日本の制度・文化的背景に即した研修設計を試みた。デフメンターを言語

社会文化モデルに基づいた支援者として定義し、ろう・難聴児とその家族に対して、家庭

訪問等を通じて手話コミュニケーションの成立を支援し、ろう者としてのロールモデルを

提示することを目標とした。 

デフメンター養成研修のプレ企画として、講演会、絵本読み聞かせワークショップ合宿

を開催した。 

デフメンター研修本体はオンライン講座、集合合宿研修から構成した。内容としては、

子育て支援の基礎総合演習、手話言語学、視覚的コミュニケーション、絵本読み聞かせ、

ビデオ分析、ロールプレイ、アイデンティティと自己開示等を扱った。 

応募者は全国から 54 名に上り、聾学校教員、放課後等デイサービス職員、児童発達支援

関係者、大学生等、多様な背景を持つ ろう者が参加した。 

試行研修を通して、日本において既に手話療育や親子支援を担っているろう者が存在

し、高い研修ニーズがあることが明らかになった。一方で、継続研修や OJT 体制、スーパ

ービジョン、情報保障、手話専門家との役割分担など、多くの制度的課題も確認された。

今後の課題として、デフメンターを家庭内コミュニケーション形成を支援する伴走者とし

て制度的に位置づけ、継続研修や、手話専門家との連携を含めた支援体制を整備すること

が確認された。 
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54 人の応募者の中から定員 20 名の受

講者を決定し、1月中旬に通知した。 

 

・ 令和 8 年 2 月 デフメンター研修オン

ライン講座 

受講者に向けて、再生時間 10 時間

分のオンライン講座を提供した。 

ここでは「保育のデザイン研究所」

の動画での研修講座を活用した。保育

のデザイン研究所は、保育士等キャリ

アアップ研修をはじめとした保育者養

成研修をオンライン・オンデマンドで

提供している。この中から、こども家

庭庁 HP で公開されている子育て支援

員研修の基本研修と 0～2 歳児に対応

ができるデフメンター養成に必要な講

座を選択し、「子育て支援の基本研修」

として受講生に提供することにした。 

ろう者の動画講座の受講に際しては、

情報保障として、音声での解説を字幕

及び手話にすることが必要である。今

回の研修では、受講生が日本語も流暢

に使えることを前提とし、費用と必要

な作業時間に鑑みて、字幕を付与した。

動画の字幕は、自動生成字幕を研究分

担者が内容・表記等を確認し、修正し

たものとした。 

また、これまで研究班で主催した２

つのろう者講演者による講演会の動画

をオンデマンド研修に活用した。①池

田亜希子氏（明晴学園で乳幼児クラス

を 20 年間担当）による「聞こえない

子どもを伸ばす接し方」に関する講演

会（令和 6 年 3 月）、②山田茉侑氏

（テキサス聾学校の現職デフメンター）

によるデフメンターについての講演会

（令和 7 年 7 月）の手話講演の動画と

スライドを整理し、動画講座とし、視

聴のうえ、書記日本語で書くレポート

課題を課した。 

・ 同 3月 デフメンター研修合宿 

オンライン講座を受けた上で、集合

形式の研修を 2 日間、多摩市で実施し

た。研修は、合宿とし、同じ研修施設

で朝から翌夕方まで、主にワークショ

ップ形式で相互の意見交換を主体とし

た研修をおこなった。合宿形式にした

ことで、参加者同士の研修コマ内外で

の交流が促進され、現職者、学生、講

師陣が一体となってデフメンターにつ

いて具体化していく場として機能した。 

 

（倫理面への配慮） 

手話療育支援者養成・育成プログラムの

検討に係る調査については、常葉大学研究

倫理審査の承認を得て実施した（研草 25 

-4）。 

  

Ｃ．研究結果 

(1) 研修設計の基本理念（松﨑・高嶋） 

 デフメンターは、言語社会文化的な視点

にもとづいた家庭訪問支援を通して、ろ

う・難聴児と家族における手話コミュニケ

ーションの成立・展開を促すことが基本的

役割である。つまりデフメンターの役割は、

言語モデルだけでなく、聴者（聞こえる人）

が大多数である社会でろう者として生きる

ことのロールモデルを家族に示すことにあ

る。 

言語社会文化モデルは、障害を健常者か

ら何らかの身体的・医学的不足があり、治

療の対象と見なす「医学モデル」に対置さ

れるモデルのひとつである。まず、類似の

概念に「障害の社会モデル」があり、これ

は社会の側に障害者を受け入れる体制が整

っていない、社会の側にバリアがあるとい

う見方である。特に手話を使う聴覚障害者

（ろう者）固有の手話という言語を話す少

数者であるという見方がろう者の言語文化

モデルの中核をなす。ここに社会モデルが

加わると、社会の側にろう・難聴児を、手

話を習得すべき対象として認知され、十分

な支援があれば、聞こえない・聞こえにく

い音声を無理に聞くことなく第 1 言語が習

得できるという社会モデル的な障害の解消

法がある。 

従って、言語社会文化的な視点に基づい

た支援とは、ろう・難聴児にとって自然習

得できる手話を習得させ、仲間と負担なく

コミュニケーションでき、コミュニティに

参加できる環境を整えることである。通常、

子どもはその親から言語を習得する（継承

する）が、ろう・難聴児にとって習得しや

すい言語、その身体に合った言語は手話で

あるため、特異な環境調整が必要となる。

というのも、ろう・難聴児の 9 割以上の親
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が聴者であり、手話を流暢に操ることがで

きないからだ。手話を話すろう者が介入し、

子どもだけでなく親にも手話及びそれを支

える視覚的コミュニケーションの基礎を教

え、親子コミュニケーションを促進する支

援を行う必要がある。 

こうした支援は家庭への介入として、ろ

う者の支援者であるデフメンターが家庭訪

問によって行うことが望ましい。これは、

言語としての手話だけでなく、ろう文化の

ようにデフ・アイデンティティの様々な価

値基準（デフメンターとしてのアイデンテ

ィティ基準も含む）をも、聴者文化の家庭

環境に注入していくことを意味する。こう

した注入が支援を受ける側にとって侵略的

なものにならないよう、デフメンターはこ

の役割を慎重かつ自覚的に行うことが求め

られる。 

一方、個々の家族は、デフメンターの関

与や支援によって、日本語と日本手話のバ

イリンガル・バイカルチュラル的な家庭環

境を構築していくことになる。ただし聴者

である家族構成員のなかには、聴覚障害の

診断を受けたばかりの我が子をどのように

受け入れて育てていくのかといった親とし

てのアイデンティティを確立しなければな

らない心理的に不安定あるいは危機の状態

にいる場合がある。したがって、言語社会

文化モデルに基づきつつ、子どもの発達状

態や親の心理状態の両方を細やかに捉えな

がら、家庭内の親子相互行為を引き出すこ

とが、デフメンターとして留意すべき基本

的条件であるといえる。 

以上の問題意識を共通確認した上で研修

設計を検討する中で、デフメンター研修の

基本理念は次の３つに集約された。 

 

① 言語社会文化モデルに基づいて手話や

ろう文化を聴者家庭に取り入れるため

に必要な学術的知識を身につける 

② デフメンターとして聴者家庭に示すア

イデンティティ基準とは何かを明確に

し、その基準に基づいた態度や行動を

身につける。 

③ 親の心理状態に配慮しながら適切な対

応を行うための臨床心理的な技術と、

手話を用いた親子相互行為を促すため

の手話コミュニケーション支援の技術

を身につける。 

 

さらに、表１のように実際の家庭訪問支

援をシミュレーションし、求められる知識

や技術の内容を確認しながら、デフメンタ

ー研修のカリキュラムおよび各プログラム

の内容を詳細に検討した。 

 

表１ 家庭訪問支援の流れ 

流れ 支援 研修 

１ 室内環境や家族

の状況を生態学

的に手短に観察

（数分程度） 

観察技術 

２ 家族との面談で

最近の様子や手

話コミュニケー

ションに関する

困りごと等を情

報収集 

（１０～２０分

程度） 

面談技術 

コミ ュニ ケ

ーシ ョン 技

術 

受容 ・傾 聴

的態度 

自己 覚知 の

コン トロ ー

ル 

３ 子どもと家族の

コミュニケーシ

ョン場面の様子

を観察し、発達

や課題の中身を

把握しながら適

宜 支 援 を 実 施

（３０～６０分

程度） 

観察技術 

コミ ュニ ケ

ーシ ョン 分

析技術 

コミ ュニ ケ

ーシ ョン 実

践技術 

４ 今後の手話コミ

ュニケーション

の方針や手立て

を提案、家族の

合意を確認（１

０ ～ ２ ０ 分 程

度） 

面談技術 

コミ ュニ ケ

ーシ ョン 技

術 

受容 ・傾 聴

的態度 

自己 覚知 の

コン トロ ー

ル 

 

 以下、デフメンター研修のカリキュラム

で実際に行った各プログラムの内容の実際

を報告する。 
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(2) プレ研修 絵本読み聞かせと相互行為

（池田・阿部） 

乳幼児に対する絵本読み聞かせは、家庭

の中で、幼児教育・保育の施設の中で、ま

た図書館などの公共の施設の中で、絵本と

いう視覚的な媒体を介在させて、大人と乳

幼児が言語コミュニケーションによる相互

交渉の中で、情動を共有したり、言語や認

知を育んだり、人類の文化的遺産を継承し

たりする行為である。中でも、ろう乳幼児

に対する手話による絵本の読み聞かせは、

聴児に対するそれと比較すると、視覚的な

媒体である絵本に、視覚言語である手話に

よる相互交渉を図ることができるという意

味で、その成長や発達において大きな意味

をもつ（狩野・玉田，2022；狩野・森田，

2023）。 

 ろう乳幼児の９割以上の親は手話を解さ

ない聴者である。聴者の親は、絵本の読み

聞かせが乳幼児の期間に親子関係の愛着や

乳幼児の情動・言語の成長・発達に大きな

意味をもつと経験的に理解できていても、

耳が聞こえない／聞こえにくい我が子にど

う読み聞かせをしていいのか戸惑うに違い

ない。また、自身がろう・難聴者である親

にとっても、その親がろう者であることは

珍しく、手話によって絵本を読み聞かせて

もらった経験が乏しいため、自己の経験に

基づいてイメージすることは難しく、自己

流の試行錯誤を余儀なくされるであろう。

視覚の世界に生きるろう者が、同じ視覚の

世界に生きるろう乳幼児に対して、ろう者

の思考スタイル（狩野・玉田，2022）によ

る、乳幼児の絵本の読み聞かせのモデルを

示すことの意義は大きい。 

 ろう乳幼児に読み聞かせる絵本の選定に

おいても、ろう者としての経験や思考スタ

イルから考えられる基準はモデルとなり得

る。はっきりした色（原色系）使いの絵本、

絵から場面の転換がはっきりわかる絵本、

文字で綴られていなくても、絵を追うこと

で全体の筋の流れが分かる絵本、文字が多

くとも、多様性が認められていて、共感で

きる絵本といった、ろう者の思考スタイル

に沿った基準がある。 

 ろう乳幼児への手話による絵本の読み聞

かせで大切なことは、文字のある絵本であ

ったとしても、文字にとらわれることなく、

絵本の図版を見て読み手が直接目でつかむ

イメージをそのまま手話で表出することで

ある。そこで重要になってくるのが、視覚

言語である日本手話の文法要素となる NM

（ Non-Manuals ； 非 手 指 標 識 ） 、 CL

（ Classifier；類別詞）、そして RS

（Referential Shift；レファレンシャ

ル・シフト）によって、図版から直接つか

んだイメージを言語として表出することで

ある（池田，2022）。対象が乳幼児である

場合にはこのことが一層重要になる。例え

ば「小さい」という概念を伝えるために、

／小さい／という手指で表出する語彙はあ

るが、程度を表す副詞の NM である目を細

め、少し弱めの「イ」の口型を同時に表出

することで、「小さい○○」という概念を

伝えることができる。絵本ではページを進

める中で、時系列による場面が表示される

が、この場面の転換でページを開く時に、

目を見開くという NM を用いることで、い

わゆる「起承転結」の変わり目、ここから

山場になることを伝えることができる。 

また、一つのページの図版の中で、時間

の流れが表現されていることがある。この

時間の流れというイメージを例えば、太陽

が現れて、天頂に達して、沈む様子が一枚

の図版で表現されているような場面である。

その際には太陽を見ているかのように視線

を、左方の水平な方向を見る視線から、天

頂を見上げる視線へ、そして右方へ視線を

送り水平から下方へと送ることで伝えるこ

とができる。この NM と同時に表出される

ことが多いのが CL である。CL は手の形や

動きによって、図像的に空間にある事物を

分類して表示することができる。形を表し

たり、形容詞の概念を伝えたり、NMと同時

に表示されることによって動きの様子を表

したりすることができる。この CL によっ

て、絵本の図版から視覚的に直接つかんだ

イメージを伝えることができる。視覚の世

界にいるろう乳幼児に伝えるには最も有効

な伝え方であるといえる。次から次へと動

物が現れ、並んで、歩むといった場面など

は CL によって効果的に伝わる。これに RS

を用いることで、誰が（何が）話している

のかが明確になる。RSは読み手が何人もの

読み手の役割を担うことができる文法要素

であるといえる。複数人の会話の様子を表



18 

す時には、視線の向きの切り替えや肩の向

きを変える。絵本の図版の中に複数の登場

人物（人とは限らない）が出て、さまざま

行動をしたり会話をしたりしている様子を、

一人一人の登場人物にシフトさせることに

よって明確に伝えることができる。過去の

自分の気持ちや行動、そして他者の気持ち

や行動も伝えることができる。絵本の図版

の中に過去の出来事を回想している様子が

あると、その過去の主人公にシフトし、語

ることができる。このような視覚言語であ

る手話の文法要素である NM、CL、そして

RSを同時に表出することで、あたかも絵本

の中が目の前の空間にそのまま再現されて

いるように、ろう乳幼児には見えてくるの

ではないかと考えられる。それは、同じ目

で見る世界に生き、ろう者の思考スタイル

に合った読み聞かせであるからである。成

人ろう者が、ろう乳幼児に絵本の読み聞か

せをする意義はここにあるといえよう。 

令和７年８月に実施したプレ研修である

合宿形式の絵本の読み聞かせ WS には、日

本全国から応募してきた 24 名の成人ろう

者から８名を選び、実施した。 

WSでは事前課題として、参加者は、自分

が読み聞かせをしたい絵本を選び、自身で

考えた絵本の読み聞かせを練習してくるこ

とになっていた。WS当日、参加者は 1回目

の読み聞かせでそれを披露した後に、経験

豊かなろう講師の助言を得て 2 回目、そし

て自主練習をしての 3 回目と自分の選んだ

絵本の読み聞かせを披露する。最初は文字

として表示されている日本語文に手話語彙

を対応させ、NM、指さし（PT；Pointing）

や空間活用などがかなり少ない読み聞かせ

となっており、CLの不適切な使用もあった。

絵本の図版を説明するような読み聞かせも

あった。しかし、ろう講師の助言を得たり、

参加者同士で練習やフィードバックを行っ

たり、自主的に繰り返し練習をしたりする

ことによって、NM、CL や RS を多用する読

み聞かせに変容していった。参加者が互い

にその変容ぶりを目の当たりにすることで、

それがまた相互の刺激となって、参加者の

読み聞かせが視覚的かつ空間的な表出とな

ってイメージが直接スムーズに伝わってく

るようになっていった。 

参加者は、この合宿形式の WS を経験す

ることで、視覚言語である日本手話の視覚

的かつ空間的な文法要素を、乳幼児向けの

レジスターとして有効に活用するというメ

タ認知を伴った学習言語レベルの使用にま

で向上させようとし、ろう者の思考スタイ

ルへの気づきが促されていったようである。

このように、絵本読み聞かせの研修は、ろ

う者の参加者が自らの言語使用を客観視し、

ろう者としてのアイデンティティを支える

手話の表現力に気づき、その気づきを礎に

ろう者の大人としてろう・難聴児に接する

かというロールモデルとしての自覚につな

がる兆しが観察できた。したがって本 WS

は、「ろう者としてのロールモデルであり

日本手話の言語モデルであるデフメンター」

の養成研修のプレ研修として十二分に機能

していたと考えられた。 

 

(3) 子育て支援としての位置づけと子育て

支援の基礎研修のデフメンター研修版につ

いて（伊藤） 

デフメンターは、家庭と地域を“つなぐ”

という子育て支援を担っている。そのため、

「心をつなぐ子育て支援の専門性」の習得

を目的とした。日本版デフメンター研修に

おける「子育て支援の基礎研修」のカリキ

ュラムを開発するにあたり、こども家庭庁

の「子育て支援研修 基本研修」の内容に

加え、デフメンターが保育者・教育者と連

携する役割を担う可能性が高いことを考慮

し、テキストを作成した(参考資料を参照

のこと)。研修内容は、基礎知識を習得す

るオンライン研修と対面での総合演習で構

成し、総合演習では事例検討を通して、子

育て支援の基礎を学ぶ内容とした。 

こども家庭庁の「子育て支援研修 基本

研修」は計 8 科目で構成されており、科目

1～7が「子ども・子育て家庭の現状」「子

ども家庭福祉」「子どもの発達」「保育の

原理」「対人援助の価値と倫理」「児童虐

待と社会的養護」「子どもの障害」、科目

8 が「総合演習」となっている。そのため、

合宿研修で「総合演習」を行い、科目 1～7

に該当する内容はワーク付のオンライン研

修で事前に学習して臨めるようにした。オ

ンライン研修で扱う内容は、乳児保育の基

本と発達と遊びをふまえた保育の理解、保

護者支援（障害児保育・保護者とのコミュ
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ニケーション）、地域における子育て支援、

児童虐待、関係機関との連携、地域資源の

活用、子どもの人権、個人情報保護とし、

研修動画は保育のデザイン研究所より協力

を得た。 

総合演習の目的と内容は、以下の通りで

ある。当日は、くじでグループ分けを行い、

1 グループ 4 名、計 5 グループで行った。

なお、講師は聴者であるため、手話通訳者

と事前に研修内容を共有した上で、音声日

本語で行った。 

 

目的 

① オンライン研修で学んだ「子育て支援

の基本」の振り返りを図るためのグルー

プ討議と発表 

② デフメンターに求められる資質につい

ての理解の確認 

③ 「子育て支援の基本」で学んだ内容の

総括と今後の課題認識の確認 

 

内容  

テキストの演習問題(p.10)を通して、子

ども・子育て家庭の現状を考察し、心をつ

なぐ子育て支援（テキスト p.1）とデフメ

ンターの役割について検討する。 

 

以上の研修内容から、テキストに基づい

てデフメンターの子育て支援としての位置

づけをまとめる。 

 

① 親支援・メンタリング 

心をつなぐ子育て支援は、保護者を一方

的に支えることではない。一人一人の保護

者を尊重し、ありのままを受け止める受容

的態度でコミュニケーションを積み重ねて

いくことが重要である。保護者自身の主体

性や自己決定を尊重した上で、保護者と協

働し、保護者自身のなかに子育ての力があ

ることを信じて、保護者自身が本来もって

いる力を発揮できるように支援する。 

 

② 地域での活動可能性 

デフメンターが、保護者の子育てに対す

る自信や意欲の支えとなる場を紹介するこ

とで、当事者の親同士が交流することもあ

るだろう。特別な配慮を必要とする子ども

にとって、発達過程に応じた切れ目のない

連続性をもった支援は、特に重要である。

そのため、デフメンターと園が連携するこ

とで、親同士が子育てを支え合う関係を築

き、乳幼児期以降もその関係が継続する関

係になれるかもしれない。保護者主体の子

育て支援ネットワークが構築できるように、

デフメンターとして、地域の社会資源を把

握し、必要に応じて情報提供できることも

大切な支援である。その際、デフメンター

だけでなく、保護者に対しても個人情報保

護に関する周知徹底を図ることを忘れては

ならない。 

 

③ 家族理解・地域資源活用の視点 

家族にとっての支援は一律ではない。家

族とデフメンターとの相互理解と信頼関係

が希薄であるほど、デフメンターによる支

援が押しつけになることもある。例えば、

親自身の病気やおかれた状況など、何らか

の事情がある場合、子どもの成長を他人で

あるデフメンターと共に喜ぶことが辛いと

きがあるかもしれない。 

どのような子育て支援をすることで、子

ども－家庭－園・学校がつながり、切れ目

のない支援が可能になるかを考え、実践す

ることは、「幼児期までのこどもの育ちに

係る基本的なビジョン （はじめの 100か月

の育ちビジョン）」（こども家庭庁, 令和

5 年 12 月 22 日）の理念の実現でもある。

デフメンターは自身の経験や専門性を過大

評価せず、自分が支援できることとできな

いことの限界を自覚し、他の専門職や関係

機関と連携できることが求められている。 

 

(4) 言語モデルとしての専門性（前川・高

嶋・阿部・池田） 

・手話言語学の知識（前川・高嶋） 

デフメンターは、文化を体現するロール

モデルとしてだけでなく、手話を使用する

言語モデルとしての役割を果たすことが期

待される。従来、聴者の親が使う「手話」

は、手話辞典を片手に、単語を覚えて音声

といっしょに視覚的に表示する形式が想定

されてきた。子どもの手話に関する本も辞

典形式や、指文字を覚えて多用するものが

多く、親が自力で手話にたどり着くとき、

その「手話」は、視覚的な単語の意味でし

かなかった。 
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一方で、デフメンターが果たす役割は、

前言語期からの手話コミュニケーションの

支援である。ここでいう「手話」は、視覚

的な意思疎通の手段であり、ろう者コミュ

ニティが共有している身体性に基づいた、

音声言語と独立した様式を持つものである。

この様式の基礎は、音声の前触れなしに行

われるターンテーキングや、共同注意のあ

り方である。こうした視覚的コミュニケー

ションは、ろう者にとっては当たり前のこ

とであるが、聴者には習得しにくいもので

もあり、まずそれを客観的に説明すること

を試みた。 

特に、共同注意は、言語獲得のマイルス

トーンにおいて、初語の前に通過するもの

として重要である。定型発達児であれば、

親子が同じものに視線を向け、親が音声で

そのものの名を呼んだり、説明をしたりす

ることによって、指示対象に名があること

を認識するようになる。この二者が同じも

のを見て、親がそれを指示して名指し、子

がその注意の共有と名指しを理解するとい

う「三項関係」の成立が言語の基礎をなす。

ろう児にとっては異なる様式を持つ。すな

わち、親子が同じものに視線を向けたあと、

「名指す」行為のとき、子どもの視界の中

で、手話で名前を言う必要がある。聴者の

親は子どもの視線がこちらに向いてから

「名指して見せる」必要があることが直感

的にわからない。この点が、ろう者の支援

者の介入が必要となる理由である。一方で、

ろう者はそれが当たり前になっているため、

これがろう者と聴者の違いであることを、

明示的に理解する必要があることを共有し

た。 

ろう児が自然習得しやすい手話言語は、

ろう・難聴児の集団的な相互作用の中で生

まれた言語であり、ニカラグア手話でその

成り立ちが観察された(Senghas, Kita, 

and Özyürek 2004)。日本手話も同様の成

立過程を持つと考えられている。日本では

音声日本語に手指単語を付加する日本語対

応手話（手話つきスピーチ）と、ろう者コ

ミュニティで発達・継承されてきた日本手

話との違いが十分に理解されていない。そ

のため、手話が本来の言語としてではなく

補助的手段として扱われる傾向にある。こ

のため、子どもの言語習得の足場がけとし

て有効な「言語」として入力するべき日本

手話と、日本語対応手話の違いについて理

解する必要がある。 

「手話」という名称から、手指単語に注

目してしまう人も多いが、日本手話等の手

話言語では、顔や身体の動き（非手指要

素：Non Mamuals, NM）を明確に示すこと

で、文や情報の構造が示される。また、CL

表現(classifier construction)と呼ばれ

る、物や動きを視覚的に表す独自の表現体

系をもつ。 

現状の「手話」に対する理解の不足に対

し、デフメンターは手話言語の特徴を体現

し、「手話は言語である」という視点を伝

える役割を担わなければならない。このた

め、手話の言語モデルとしてのデフメンタ

ーが知っておくべき基礎知識について、改

めてまとめ、提示し、それ以降の講座の基

礎となる知識を共有した。 

・手話指導との違い（手話専門家のニーズ

について）（前川） 

デフメンターは家庭におけるコミュニケ

ーションの成立を支える入口の支援者とし

て位置づけている。このため手話について

の知識は基礎的なものでとどめた。手話療

育にはさらに、手話での言語発達の評価や

言語指導などが必要となる。つまり言語聴

覚士が音声言語発達の評価や指導をするよ

うな役割を担うのであれば、今回の研修で

は当然、不十分である。 

  ここで我々が想定しているのは、テキサ

ス聾学校等でのデフメンターの役割と手話

専門家（アメリカでは ASL specialist）

の棲み分けである。手話専門家は手話言語

の体系的習得と発達評価を担う専門職であ

る。この役割は高度な言語指導の技能や日

本手話の文法への理解が必要となり、現在

まで大人対象に手話を教えている人達に追

加研修をすることで養成することが想定さ

れる。手話専門家とデフメンターは手話療

育の質を支える相互補完的な役割として位

置づけられる必要がある。ただ、今回の研

究では、デフメンターの養成までしか行え

ていないため、手話専門家が提供すべき領

域と考えられている部分があることを示す

にとどめた。今後、日本手話を第二言語と
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して成人に教えている手話教師に、上乗せ

研修を提供するなどして、手話専門家を養

成し、デフメンターとの相互補完的役割に

ついて整備していく必要がある。 

 

・ろう児にあった手話（池田・阿部） 

オンデマンド研修で提供した池田講演の

動画研修の内容で、特に手話の言語発達過

程とろう乳幼児の特性に合わせた手話に関

する部分について以下にまとめる。 

ろう乳幼児、とりわけろう乳児には、NM

がまず必要であるといえる。程度を表す副

詞の役割を果たす目の開き方と口型「イ」

「オ」、そして、それに伴って動く頭の動

き（顎の位置）がその代表であるといえる。

ろう乳幼児の発達初期には NM によるメッ

セージの理解がまず先行すると経験的に考

えている（池田，2020，2022；狩野・玉田，

2022）。手話語彙としては、指さし（PT；

Pointing）が最初に必要と考える。指さし

は、聴児も三項関係の成立とともに生後 7

～8 ヶ月辺りから表出され、言語習得初期

の重要な発達の指標となっている。その場

にある人や物を指す現場指示的な使われ方

をしている。しかし、ろう乳幼児にとって

の指さしは、形としての指さしは聴児と同

じように見えるが、手話の語彙として習得

される。人称代名詞として用いられたり、

Index という現場にない人・物・コトを参

照できる用法をもったりする手話の語彙と

なって習得されることが知られている（武

居・鳥越，2000；Takei & Torigoe, 2001）。

手話語彙で用いる手型としては手を広げた

形が、視覚的にとらえやすい上に、ろう乳

幼児にも扱いやすいことから適していると

考えている。次に CL で表出することが挙

げられる。CLでは、物の形をそのまま手の

形で図像的に表出することできるため、身

近な物や直近の様子を伝えることができる。

また、CL述部（Classifier predicate）と

いわれる CL を動詞として用いることも挙

げられる。CL 述部には NM が同時に表出さ

れ、行為型 RS となる（市田，2005）。行

為型 RS による CL 述部は、行為そのものを

再現することである。ろう乳幼児は身近に

起こっている人や生き物の動作や行動を、

そのまま視覚的なイメージとしてとらえる

ことができる。加えて、空間活用について

は、乳幼児の目の追視の発達に合わせて、

表出する位置を工夫する必要もある（池田，

2022）。 

聴者の親は、まず手話単語から始めること

が多いため、それだけではろう乳幼児に伝

わらず、親子のコミュニケーションとして

成立していないこともある。つまり、「手

話単語を覚えれば、すぐに親子コミュニケ

ーションができる」というわけではないこ

とに気付く必要があるだろう。そして、目

で見る世界に生きるろう乳幼児の視線でみ

ると、日本手話の視覚的かつ空間的な文法

要素や言語使用である NM、PT、CL、RS、そ

して空間利用があることでコミュニケーシ

ョンが成立することに気付ける。その上で、

今、この場の気持ちを伝え合いたい、共有

したい、通じ合いたいという親としての思

いを大切にして、まずやってみてほしいと

考える。 

 

(5) 技術習得 

a. ビデオ分析（松﨑） 

 ろう・難聴児および家族に対する家庭訪

問支援において、家族が直面する実際的課

題の１つに、家族内の様々な場面における

共同注意からはじまる三項関係コミュニケ

ーションをろう・難聴児といかに共創し、

手話言語獲得につなげるかという点があげ

られる。 

場面特性の観点から見れば、絵本読み聞

かせ場面のように絵本内の情報を事前に把

握し、様々な係わりのバリエーションを複

数用意しておく場合と、食事や風呂などの

生活場面や遊ぶ場面において玩具や生活用

品等に対する子どものその時々の興味関心

をその場で把握し、その興味関心に即した

様々な係わりを瞬時に考えておく場合があ

る。特に、後者の場面においては、次のよ

うな事柄が支援者に求められる。すなわち、

以下の①→②→③→④の実践的プロセスで

ある。 

 

① 微視的分析：子どもの行動やその

時々の状況の相互作用を微視的に観

察・分析する 

② 仮説生成：子どもの行動から興味関

心はこれではないか、そうであれば

この係わりをすれば両者のコミュニ
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ケーションが作れるのではないかと

仮説する 

③ 実行：仮説を検証するために実際に

係わる 

④ 省察：仮説検証の結果から観察、仮

説生成、実行のありかたを省み、次

の係わりにつながる知見と課題を見

出す 

 

もちろん、こうした実践的プロセスは、

前者の絵本読み聞かせ場面でも子どもの反

応によって読み聞かせではない活動に変わ

り、臨機応変で対応することが求められる

ことがある。こうした実践的プロセスの重

要性を理解し、実践力の基礎を育成するこ

とを目的に「ビデオ分析」のセッションを

設けた。 

具体的には、ビデオ分析に用いる映像教

材として、ろう乳児１事例とろう幼児１事

例で各事例の動画を１つずつ取り上げた。

いずれも映像で用いられているのが絵本で

あるが、絵本読み聞かせではい活動に変わ

った内容であり、いかに対応できるかがテ

ーマになっている。２つの映像教材を使っ

て上記の実践的プロセス①②を進める計画

であったが、当日予定していた時間が短縮

されたことにより、実践プロセス①のみに

絞った内容に変更せざるをえなかった。 

進め方は、まず３名１グループに分け、

トライアングル型レイアウトにした。２つ

の映像教材を YouTube 限定公開の設定で共

有した。各映像教材は約１分程度である。

一人ひとりが自分のペースで視聴した上で、

グループ内で映像の子どもの行動観察から、

どのような興味関心があるのか微視的分析

した。グループ発表で分析結果を報告し、

講師から新たに分析の視点や方法を提供し、

再分析した。これが１つの映像教材を使っ

た一連の流れである。 

実際に行った結果、最初の分析では、参

加者全員、子どもの行動で目につきやすい

部分を断片的に拾い、この部分から興味関

心を捉える傾向があることがうかがえた。

そこで講師から２つの分析の視点を提供し

た。１つは、行動を別々に断片で捉えるの

ではなく視線の動き、手指の動き、顔の動

きの状態変化を全体的に捉えること。もう

１つは、行動とは、単独で起こるのではな

くその時々の周囲の状況の変化に対して調

整した姿として現れたものと捉えること。

これら視点を踏まえて、視線・手指・顔の

動きを中心に細部まで観察することと、そ

の時々の周囲の状況と行動とを交互に観察

することの２点の方法を提供した。その結

果、再分析では、映像内の子どもの興味関

心の中身が全グループほぼ共通するものに

なった。 

まとめとして、子どもの行動の意味や興

味関心の内容を正確に見出すことができな

くても良いこと、ただし意味や興味関心の

内容について積極的に仮説を作ることが大

事であること、仮説の検証はその後の支援

活動確かめることになることなどを述べ、

観察や省察をあきらめずに続けて子どもを

理解しようと係わる姿勢の重要性を確認し

た。ろう者はいわゆる視覚が優れていると

言われがちだが、そこに行動観察法および

行動に関する理論的見識を加えることによ

って、ろう支援者として自身の視覚をより

有効活用できるようになるのではないかと

思われる。 

今後は、実践的プロセス②③④を OJT を

中心としたオンサイト研修でデフメンター

を育成する環境の整備が課題である。 

 

bロールプレイ(阿部・武田) 

今回のデフメンター養成研修における

「ロールプレイ」で目指したい方向性を次

のとおりとした。 

 

● デフメンターは「聴者の親にとって、最

も身近なろう者」であり、聴者の親の「ロ

ールモデル」となり、「言語モデル」であ

る。 

● 「聴者の親にとって、最も身近なろう

者」として、聴者の親の気持ちの理解に努

め、悩みを共有しようと寄り添ってくれる

人である。 

● 今回の「ロールプレイ」は、「デフメン

ター」として、聴者の親の不安や悩みを聞

き、共に悩み、答えを見つけようとする模

擬面談とする。 

 

これに基づき、最初に「デフメンターで

ある前にメンターであること」というテー

マで講義を設定した。「親の不安や悩みを

聞き、共に悩み、答えを見つけようとす
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る」、「信頼できる相談者」というメンタ

ーの核となる役割について理解を図る講義

を行った。講義においては、そのために次

の３点のスキルを習得することを提案した。 

 
１．対人的距離：コミュニケーションをとる

際の距離と座り方 

２．傾聴的態度：親の話を聴く際の「うなず

き」と「あいづち」 

３．受容と共感：親の話を聴く態度、そして

「繰り返し」と「要約」 

 

これらは、発達障害のある⼦どもの親を

⽀援する「ペアレントメンター」の養成か

ら得られた知見を参考にした。「ペアレン

トメンター」は、2005年より⾃閉症本⼈と

親の団体である⽇本⾃閉症協会が「ペアレ

ントメンター養成講座」を開始したことに

淵源がある。その後、全国各地にある発達

障害者⽀援センターと⽇本⾃閉症協会の⽀
部が共同で、⾃閉症のある⼦どもの親のメ

ンター養成を始めた。さらに、2010年から

厚⽣労働省の「発達障害者⽀援体制整備事

業」の中に位置づけられて、今も「ペアレ

ントメンター」の養成は行われている。こ

の「ペアレントメンター」の養成から援用

した。 

次に、「メンターであることに加えてデ

フメンターであること」というテーマでグ

ループセッションを行った。令和７年７月

に実施したデフメンター研修プレ講演「ろ

う・難聴児の保護者への支援のあり方」

（講師：テキサス州立聾学校幼稚部教員・

デフメンター山田茉侑氏）の講義動画の事

前視聴課題があったので、それを参加者個

人に返却し、「デフメンターの役割とは何

であったのか」「デフメンターになるため

に、自分にとって必要なことは何か」を討

議してもらい、共有した。 

次に、ロールプレイセッションを実施し

た。ロールプレイは３人１グループになり、

親役、メンター役、そして観察者役の役割

分担を行い、最初の 15 分で親役とメンタ

ー役の模擬面談を行う。模擬面談が終了し

た後には、観察者役とメンター役で５分間

の振り返りを行い、最後に、親役が５分間

で模擬面談を受けた時の気持ちを話すとい

う 25 分間のセッションを行った。これを

模擬面談のテーマを換えて３セッション実

施した。それぞれのセッションでは次のテ

ーマに基づいた設定情報が紙面にて与えら

れ、模擬面談が実施されえた（テーマに関

する詳細な設定情報については割愛する）。 

 
SESSION① 

「人工内耳手術に対する不安」（25 分） 

SESSION② 

「音声日本語と手話に対する不安」（25 分） 

SESSION③ 

「聴兄弟との関係に関する悩み」（25 分） 

 

また、セッションの振り返りの観点は次

のように提示した。 
● 「メンター」として 

・「開始」と「終了」が明確であったか。対

人的距離は、親が親しみを持ちながら話し

やすい距離感であったか。 

・親の話に対して「うなずき」「あいづち」

などで、親の話がスムーズに引き出せてい

たか。 

・「繰り返し」「要約」などで、親に対して

「受容」と「共感」の態度を示していた

か。 

● 「デフメンター」として 

・親の不安に対して、共に悩み、親自身が答

えを見つけることができるように励まして

いたか。 

・聴親の音声日本語を大切にしたい思いを認

めながらも、ろう児にとっては日本手話が

最も大切であることを示していたか。 

・家族の中に、聞こえない子どもがいること

を否定的に受け止めるのではなく、むしろ

新しい世界との出会いがあることに期待で

きるように話していたか。 

 

このロールプレイをとおして「メンター」

としての最も基本となる役割の理解と、そ

の理解に基づいたろう児の聴者の親と接す

る際の振る舞いや態度を経験できたのでは

ないかと考える。「メンター」としての基

本的な役割理解と、それに基づいた振る舞

いや態度があってこそ「デフメンターは

「聴者の親にとって、最も身近なろう者」

であり、聴者の親の「ロールモデル」とな

り、「言語モデル」」となることができる

と考える。今回は、時間の都合で、３回の

セッションのテーマにある設定情報の理解
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や経験できたことを全体で共有することが

できなかったのは課題である。 

 

c 視覚的コミュニケーションとアイデンテ

ィティ（武田・賀屋・澤田・松﨑） 

デフメンターはろう・難聴児の家族に手

話やろう文化に対する知識や技術に基づい

た長期的な相談や助言を行う中で、自分自

身の経験を共有したり、家族と一緒にろう

コミュニティの活動に参加したりすること

で、ろう文化やろう者コミュニティについ

て家族に教える役割も担っている。つまり、

デフメンターは自分自身のこれまでの育ち

やアイデンティティ、デフコミュニティや

聴者との関わり方について自覚しながら活

動に当たる必要がある。 

 自己の体験を聴者、特にろう・難聴児の

家族に共有することは、デフメンターにと

って非常に繊細な作業で、心構えなしに活

動を始めると体験の押し付けになりがちだ

ったり過去の自身の親子関係と重ね合わせ

たりする可能性がある。 

 本パートではまずワークシートを用いて、

参加者自身のこれまでと現在について振り

返る事前課題を課した。ワークシートとい

う他者から干渉されることがない状況で振

り返る作業を行った後、対面研修を実施し

た。アイデンティティに関わるパートは 2

回に分け、1 日目はアメリカ版デフメンタ

ーテキストに基づいた役割の整理とろう者

としてのアイデンティティのつながり、ま

た、家族のアイデンティティ発達にふれな

がら、なぜろう児を持つ家族にとってデフ

メンター活動が重要であるかの外観に触れ

た。次にろう当事者の講師のライフストー

リーを例示し、自己開示やバウンダリーの

イメージを持たせることを目的とした。 

 これらのテーマは参加者によってはやや

センシティヴな可能性があったため、トラ

ウマインフォームドケアの観点から発表や

話し合いのためのルールを設定し、聴者講

師（役割の確認と概念説明）とろう者講師

（事例紹介）とで役割分担をしながら、参

加者自身の体験も整理し、安全な形で相互

交流をできるような形で進行した。加えて、

長期的な伴走者であるデフメンターの活動

内での人との距離感、つまりバウンダリー

や守秘義務の大切さがデフメンターや利用

する家族の安全にかかわることなどにも繰

り返し触れ、伴走者としてのデフメンター

の自己開示について認識を深めた。 

手話療育においてろう・難聴の乳幼児を

育てる家族にとって重要なことは、絵本読

み聞かせなどの手話スキルを身につけ、手

話でのコミュニケーションをただ成立させ

ることだけではない。ろう・難聴の乳幼児

が今後どのような価値基準を持って生きて

いくのかを考えるとき、家族はその価値基

準を最初に子どもへ内在化させる重要な他

者となる。ろう・難聴の乳幼児にどのよう

な価値基準を持って係わるのかを考えるこ

とは、家族アイデンティティをどのように

形成するのかを考えることでもある。それ

ゆえにデフメンターは、ろう・難聴に関わ

る知識や経験がほぼ皆無に近い家族にとっ

て参考になる価値基準をどのように提供で

きる存在となるかが問われるといえる。さ

らに、デフメンターとなるろう者もまた、

個々の経験や環境等によって「ろう者とし

てのアイデンティティ」と一括りにはでき

ない様々な価値基準を内在化している。家

族に自己開示するにあたってデフメンター

としてどのような価値基準を公開するかを

考えねばならない。 

そこで今回のセッションでは、こうした

問題意識に基づいて、自己形成やアイデン

ティティに関する発達心理学、精神医学的

知見からデフメンターに関連する事柄を取

り上げ、グループでデフメンターとしての

アイデンティティ基準（≒価値基準）をど

うするかについて議論した。特に、「ろう

者としてのアイデンティティ」と一括りに

はできない様々な価値基準を内在化してい

ることについては、位置づけのアイデンテ

ィティ（社会的アイデンティティに相当）

と、宣言としてのアイデンティティ（個人

的アイデンティティに相当）の概念をとり

あげ、ろう支援者集団としてのデフメンタ

ーに必要とされる価値基準は前者に相当し、

個人的にろう者として保有している価値基

準は後者に相当すると述べ、グループ内で

出される様々な価値基準について前者と後

者のどちらなのかを確認しながら議論する

ように指示した。例えば、手話やジェスチ

ャーなど一貫して手指でコミュニケーショ

ンをはかるという価値基準はデフメンター
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のそれになりうるが、補聴器で音声や音楽

を聴くことは個人的な価値基準になるので

はないか、と確認しながら整理する。 

以下、全グループから発表されたデフメ

ンターとしてのアイデンティティ基準（価

値基準）の一部を列挙する。 

 

・ 守秘義務を遂行する 

・ 社会人経験があり、社会人としての自

覚・責務を持っている 

・ 手話・視覚的コミュニケーション環境

を整備する 

・ ろう者の様々な生き方を紹介する 

・ なぜ手話が必要かを説明する 

・ 親子の間に割り込むのではなく親を後

方から支える 

・ アイコンタクトなどろう文化を適切に

伝える 

・ 親が使う手話の選択肢を尊重する 

・ 身だしなみ、仕草や服装を適切に整え

る 

・ 笑顔など表情を意図的にコントロール

する 

・ 個人の考えか、共通の考えかを先に伝

えて説明する 

・ 親の考えを完全否定せず受容的に接す

る 

・ ろう文化だけでなく聴文化についても

理解している 

・ デフメンターとして挨拶など基本行動

を示しつつ、他の例もあると伝える 

・ 第三者目線で親の話を聞き、対応する 

・ 親の考え方・価値観が子どものアイデ

ンティティ形成に影響することを伝え

る 

 

 以上から、デフメンターとして心してお

く必要があると考えられるアイデンティテ

ィ基準は多岐にわたることが確認され、そ

の中には非常に実践的で支援者にとっては

参考になる具体的な内容も見られた。今後

はこれらを体系的に整理し、日本版デフメ

ンターとしての心得のようなものとして共

有・更新していくことが求められる。 

 

(6) 研修試行の全体的な結果 

• 研修設計プロセス 

アメリカのデフメンター・カリキュラム

（Pittman ed. 2001）を参考に、デフメン

ター研修の核となる、ビデオ分析・ロール

プレイ・自己開示を中心とし、日本の文脈

でできること、日本的な発想でやりにくい

ことを研究班で検討し、それぞれの研修を

組み立てた。 

 

• 参加者の応募状況 

絵本読み聞かせワークショップは、講師

がマンツーマンで実技指導をする限界から、

8 名定員にした。20 名の応募があり、実施

した関西学院大学の近隣に住む人でオブザ

ーバーとして参加してもらった人がさらに

3 名おり、直接指導は受けなかったものの、

知見を共有することができた。 

デフメンター研修は、20名の参加枠に設

定した。これに対し資格保持・現職者を含

む 54 名のろう者の応募があった。応募者

の居住地域は北陸地方を除いて全国各地域

であり、情報がまあまあ行き渡っていたこ

とが確認できた。属性にできるだけ偏りが

でないよう参加者を選定し、様々な参加者

が集まることで、どのような研修が可能か

検討を進めることができた。 

特に、放課後等デイサービス・児童発達

支援事業所、聾学校教員から、強い受講動

機が寄せられ、研修ニーズがあったことが

可視化された。 

 

• 参加者の属性 

研修参加者は、現在、聾学校教諭や、放

課後等デイサービス勤務をしている資格保

持者等、現場を持つ人と、大学生に大別さ

れた。ワークショップでの話し合い活動で

は、経験の差が大きく、現職者と学生では、

異なる研修内容が必要であるという示唆を

得た。 

 

・ 研修の内容の評価 

  講師・受講生双方から、内容は良かった

が、集合研修の時間がタイトで、内容が多

すぎる、詰め込みすぎでは、という感想が

多かった。特にロールプレイ等の実習は、

児童発達支援管理責任者等の研修では数日

間に渡ってロールプレイのみを行うなど、

通常時間をかけて行われているものである
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ため、もっと時間が必要であるように思わ

れた。 

  今後 OJT を行うにしても、指導者がつい

た状態で開始し、振り返り等を丁寧に行う

必要がある。 

 

・情報保障体制について 

「保育のデザイン研究所」のオンデマンド

研修には、字幕を付与して提供した。字幕

つき講座で十分に理解はできたが、直感的

に理解するためには、手話翻訳版があると

よりよいだろうという意見もあった。「子

育て支援の基礎」講座については、各自治

体でも提供されており、毎年内容の更新も

あるため、今後、この部分については、そ

れぞれが各地域で受講することも可能では

ないだろうか。この際、合理的配慮として、

文字通訳・動画講座への字幕付与・手話通

訳を依頼するかもしれない。一方、保育用

語の手話訳には定訳がないものも多いため、

一度、専門家の監修をつけて手話翻訳をつ

けた学習教材を作成することも検討課題で

ある。内容が更新されて、地域での受講に

手話通訳を付けるとしても、その通訳の参

考資料として活用が可能であり、今後の課

題である。 

また、デフメンター研修合宿においては、

ろう者の講師と聴者の手話ができる講師は

手話で、手話ができない講師のみ手話通訳

をつけて行ったが、第二言語として日本手

話を扱う聴者の講師には皆、質の高い手話

通訳をつけるか、直接ろう者の講師から教

わりたかったという声が上がり、通じる言

語での効果的な知識体系の伝達とディスカ

ッションの実施については継続的に検討す

る必要がある。 

 

Ｄ．考察 

(1)得られた知見 

デフメンター研修の試行研修を実施した

ことにより、 

 

• 地域に手話療育を担っているろう者が

存在していること 

• 制度化されていないにもかかわらず、

現場には高い研修ニーズが存在してい

たこと 

• 聾学校、放課後等デイサービス、児童

発達支援事業所等において、手話によ

る親子支援を担いうる人材が潜在的に

存在していたこと 

• 一方で、それらの人材を体系的に養

成・継続支援する仕組みが日本には存

在していないこと 

 

が明らかになった。 

特に、応募者の中には既に乳幼児支援や

教育実践に関与している者が複数含まれて

おり、現場側では、ろう・難聴児と家族へ

の視覚的コミュニケーション支援方法や、

ロールモデルとしての振る舞い方に関する

専門的な知識が必要とされていることがわ

かった。現場でのこれらの実践は個人の経

験や努力に依存しており、知識や技術の共

有・継承の機会は極めて限られていた。 

 

また、研修を実施したことにより、以下の

課題が明らかになった。 

 

• 自己開示の重要性と心理的安全性確保

の難しさ 

• 仲間形成（職能集団の萌芽）としての

合宿形式の意義 

• 継続研修およびスーパービジョン体制

の必要性 

• OJTを担う実践現場の不足 

• 手話言語学・発達・心理・家族支援を

横断的に扱える指導者層の不足 

• 情報保障を前提とした専門研修設計の

必要性 

 

今回の研修は、短期間の試行研修であ

り、参加者が即座に家庭訪問支援を担える

段階には至っていない。特にロールプレイ

やビデオ分析については、短時間では十分

な振り返りや検討が困難であり、継続的な

訓練とスーパービジョンが必要であること

が確認された。 

本研修では、特に親への心理的な支援の

内容が多く含まれた。例えば、親の心理状

態への配慮、親子関係への介入の仕方、自

己開示の範囲、ろう文化の提示の仕方など

は、対人援助職としての倫理的判断を伴う

実践である。このため、デフメンター養成

は、座学での知識の補充だけでなく、事例

検討、ロールプレイ、観察が必要であっ
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た。さらに OJTを行い、振り返りを組み合

わせた研修として構築される必要がある。 

 

(2)日本における手話療育体制の構造的課

題 

日本では、手話が言語として十分に位置

づけられてこなかった歴史的経緯がある。

特に、音声日本語に手指単語を付加した日

本語対応手話と、日本手話のような自然言

語としての手話との違いが曖昧なまま、支

援や教育が行われてきた。 

その結果、ろう・難聴児に対して、視覚

的に自然習得しやすい言語環境が十分に保

障されない状況が生じている。これは単に

語彙量や表現力の問題ではなく、共同注

意、ターンテーキング、視線調整といった

コミュニケーションの基盤形成に影響する

問題であり、親子関係や社会性形成にも関

わる。 

特に、聴者の親は、音声による呼びかけ

や注意喚起を前提としたコミュニケーショ

ン様式を自然なものとして身につけてい

る。そのため、ろう・難聴児とのコミュニ

ケーションの成立に必要な「子どもの視界

の中で言語を提示する」「視線共有を成立

させてから情報を提示する」といった視覚

的コミュニケーションの原理を直感的に理

解することが難しい。 

しかし、現行の支援体制では、このよう

な家庭内コミュニケーションの成立そのも

のを支援する専門職がほとんど存在してい

ない。親たちは補聴デバイスをできるだけ

長く装用させることに興味があり、この傾

向は支援者の支援が「早期診断・早期装用

開始」に偏ってきたことと一致している。

医療機関や聾学校の乳幼児相談はあるが、

それらはいずれも家庭の日常的コミュニケ

ーション形成を直接支援する仕組みにはな

っていない。 

この意味で、デフメンターは単なる「相

談員」ではなく、家庭内に視覚的コミュニ

ケーション環境を形成する伴走者として位

置づけられる必要がある。 

 

(3)デフメンターと手話専門家の役割分担 

本研究を通して、デフメンターと手話専

門家（アメリカでの ASL specialist に相

当する専門職）は区別して制度設計する必

要性が改めて確認された。 

デフメンターは、家庭内における視覚的

コミュニケーション成立の支援、親への心

理的支援、ろう文化やろう者コミュニティ

との橋渡し、ロールモデル機能を主として

担う存在である。一方、手話専門家は、日

本手話の体系的指導、言語発達評価、手話

言語発達支援を担う高度専門職として位置

づけられる必要がある。 

音声言語領域において、言語聴覚士が言

語評価・言語訓練を担っており、この役割

は手話専門家のものとして別に用意し、デ

フメンターは、親子コミュニケーションの

成立や、親の障害理解を助けるものと理解

する必要がある。 

現状、日本では手話を専門的に評価・指

導できる専門職養成の仕組みが十分に存在

していない。そのため、デフメンターに過

度な役割が期待される危険性もある。しか

し、デフメンターは万能な専門職ではな

く、自らの役割の限界を理解し、必要に応

じて他職種につなぐことが求められる。 

したがって、今後は、 

 

• デフメンター養成 

• 手話専門家養成 

• 両者の連携モデル構築 

• スーパービジョン体制整備 

• OJT環境整備 

 

を相互に接続しながら制度設計していく必

要がある。 

 

(4) 合宿形式とコミュニティ形成の意義 

今回の研修では、合宿形式を採用したこ

とで、講義時間外も含めた参加者同士の交

流が活発に行われた。これは単なる受講者

間交流ではなく、「デフメンターとは何

か」を相互に模索し合う専門職コミュニテ

ィ形成の萌芽として重要であった。 

特に、ろう者同士であっても、育った地

域、教育歴、使用言語、家族背景によって

価値観やコミュニケーション様式が異なる

ことが共有され、「ろう者としての経験」

を単純化できないことが確認された。 

同時に、そうした多様性があるからこ

そ、デフメンターには、自己の経験を絶対
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化せず、親子ごとの状況を理解しながら支

援を行う姿勢が求められることも共有され

た。 

また、研修参加者からは、「初めて同じ

問題意識を持つろう者と出会えた」「自分

だけで悩んでいたわけではないと感じた」

という感想も見られた。これは、日本では

手話療育や乳幼児支援を専門的に議論でき

る場が極めて少ないことを示している。 

したがって、デフメンター研修は、単な

る技術研修ではなく、実践共同体を形成す

る場として継続的に整備される必要があ

る。 

 

(5)今後の課題 

今後の課題として、まず実際の家庭訪問

支援を含む OJT体制の整備が挙げられる。

今回の研修では、模擬事例や映像教材を用

いた訓練は実施できたが、その後の継続研

修については必要性が確認できたにすぎ

ず、実施計画もまだない。 

OJT だけでなく、現職者や今後デフメン

ターとして活動する人々のための継続的な

支援の体制の必要性も確認できた。デフメ

ンター活動は、家庭との長期的関係性の中

で行われ、自己開示など本人の心理的負担

が大きな活動も含まれるため、継続的な振

り返りやスーパービジョンが必要になる。 

また、情報保障を前提とした研修教材整

備が必要である。特に、保育・心理・発達

支援領域の専門用語については、日本手話

による体系的な翻訳や概念共有が十分では

なく、専門教育を進める上での大きな課題

となっている。 

さらに、制度的位置づけの検討と整備が

必要である。現時点では、日本においてデ

フメンターを位置づける公的制度は存在し

ていない。今後、子育て支援、障害児支

援、地域支援など既存制度との接続可能性

を検討しながら、日本の制度文化に適合し

た形を模索する必要がある。 

本研究は、日本においてデフメンター養

成が実施可能であること、また、その社会

的ニーズが既に存在していることを示した

点に意義がある。一方で、今回の試行は出

発点に過ぎず、今後は OJT、専門職連携、

制度設計、教材整備、継続研修体制などを

含めた中長期的構築が必要であることが明

らかとなった。 
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G．知的財産権の出願・登録状況 なし        
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デフメンター基本研修「子育て支援の基本」総合演習  

講師：伊藤理絵（常葉大学）  

子育て支援は，子どもが育つ家庭に対して行われる支援です。デフメンター

には，子どもの育ちを保護者と共に支えていく関係を築くことが求められてい

ます。総合演習では，保護者との相互理解と信頼関係の形成について，“つなぐ

（繋ぐ） ”という視点から，事例を通して考えていきます。  

１  保護者との相互理解と信頼関係の重要性  

（1） “つなぐ ”という専門性

保護者にとって，悩みを抱えているときや，心のなかで助けを求めていると

き，「この人になら話せる」「この人ならわかってくれる」と思える人は，どの

ような人でしょうか。柏女  1）  は，「子どもや保護者の行動の意味や思いをしっ

かりと受信できて初めて，子どもの発達促進や保護者支援，保護者の理解や協

力を得るための発信ができる (p.78)」ことを強調しています。心を “つなぐ ”子育

て支援には，「受信型の子育て支援」と「発信型の子育て支援」という双方の専

門性が求められるのです（図 1）。  

「受信型の子育て支援」とは，保護者を受容し，保護者の不安や悩みに寄り

添い，保護者の気持ちを共感的に受け止める子育て支援です。一方，「発信型の

子育て支援」とは，保護者が子育てを楽しいと思えるように働きかけたり，環

境づくりをしたりする子育て支援です。心をつなぐ子育て支援は，保護者を一

方的に支えることではないのです。  

受信型の

子育て支援

発信型の

子育て支援

心を

つなぐ

子育て支援

図 1 子育て支援の専門性（筆者作成）  
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（2）保護者に対する受容的態度とコミュニケーション

バイスティック（F.P. Biestek） 2）は，支援を必要とする人が望む要求（例：

一人の人間としてありのままを受け入れてほしい，思いは伝えたいけれど非難はされたく

ない，自分のことは自分で決めたい，秘密は守ってほしい）に基づき，支援者が守らな

ければならない原則を挙げました。バイスティックの  7 原則に対応させて，保

護者に対する基本的態度を表 1 にまとめました  3）。   

子育て支援におけるコミュニケーションの基本は，一人一人の保護者を尊重

し，ありのままを受け止める受容的態度です。受容的態度でコミュニケーショ

ンを積み重ねていくことを通して，保護者との信頼関係は築かれ，相互理解が

深まっていきます。子どもの育ちを保護者と共に支える伴走者になるためには，

保護者自身の主体性や自己決定を尊重したうえで，保護者と協働することが欠

かません。保護者自身のなかに子育ての力があることを信じて，保護者自身が

本来もっている力を発揮できるように支援します。保護者自身に安心感が生ま

れ，子育てを自分の人生において肯定的にとらえることができれば，子どもの

幸せ（well-being）を最優先するように生活全般が活性化していきます。  

表 1 バイスティックの 7 原則と保護者に対する受容的態度  

保護者に対する基本的態度

原則Ⅰ 個別化 一人ひとりの保護者を尊重する。

原則Ⅱ 意図的な感情の表出

保護者の置かれている状況を把握し、思いを受け止め、自由に思いを表現でき

るようにする。ただし、園や保育者に対する過度の依存や敵意の表現は、その

言動を理解しようと努めながらも、奨励しないことも必要である。

原則Ⅲ 統御された情緒関与

保護者の不安や悩みに寄り添い、子どもへの愛情や成長を喜ぶ気持ちを共感し

合うなど、保護者の感情に対する感受性をもち、子どもと家庭の実態や保護者

の心情を理解した上で応答する。表面的な言葉かけはしない。

原則Ⅳ 受容

ありのままを受け止める。ただし、不適切と思われる行動等を無条件に肯定す

ることではなく、園の保育の意図を理解できるよう説明し、疑問や要望には対

話を通して誠実に対応する。

原則Ⅴ 非審判的態度
一方的に非難せず、そのような行動も相手を理解する手がかりとする姿勢を保

ち、敬意をもって、より深く理解しようとする。

原則Ⅵ クライエントの自己決定
保護者自らが選択、決定していくことを支援する。保護者自身が納得して解決

に至ることができるようにする。

原則Ⅶ 秘密保持

児童福祉法第18条の22等を遵守し、プライバシーの保護・守秘義務を前提とし

て、安心して話すことができる状態を保障する。※虐待等の通告義務（児童福

祉法第25条，児童虐待防止法第6条）は守秘義務違反に当たらない。

バイステックの7原則
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また，近年は，インターネットを活用したやりとりが一般的になりました。

デフメンターも，子どもの育ちを記録・分析するために，家庭で撮影した画像

や動画を保存・管理したり，保護者と同意の上でネットを経由して共有したり

することがあるでしょう。しかし，事前の許可なく写真などが流出してしまえ

ば，今まで築いてきた保護者との信頼関係は容易に壊れます。秘密保持の原則

を守ることは，現代社会の実態をふまえて取り組むべき課題でもあります。  

デフメンターが，日々の子育てに対する自信や意欲を支えられるような場を

保護者に紹介することもあるでしょう。そのことをきっかけに，当事者の保護

者同士が交流するようになり，子育てへの新たな考えに出会い，互いに気づき

合える関係へと発展していくことがあります。特別な配慮を必要とする子ども

にとって，乳児期・幼児期・児童期･･･と発達過程に応じた切れ目のない連続性

をもった支援は，特に重要です。例えば，デフメンターと連携している園で出

会った保護者同士が子育てを支え合う関係を築いていき，幼児期以降も継続す

ることで，保護者主体の子育て支援ネットワークが構築されることが期待でき

ます。そのため，デフメンターとして，地域の社会資源を把握し，必要に応じ

て情報提供できることも大切な支援です。その際，保護者への個人情報保護に

関する周知徹底を図ることも忘れてはいけません。  

２  園における子育て支援の実際  －愛知県蒲郡市の例  

デフメンターと連携する可能性の高い社会資源の一つに，子どもが通う園（幼

稚園・認定こども園・保育所）が挙げられます。園では，どのような子育て支

援が行われているでしょうか。本節では，デフメンターと保育者の専門性の共

通点と，それぞれの独自の専門性を考える手がかりとして，愛知県蒲郡市の例

をご紹介します。愛知県蒲郡市は，市全体で保育の質の向上を目指しています。  

例えば，市内の全園で保護者を対象に「利用者アンケート」を実施し，その

結果を公立園でも私立園でも共有することで，市内の保育者同士が対話する場

をつくっています。公立・私立の垣根を越えて，互いに学び続ける保育者を目

指しています。  

（1）子どもの日々の様子を伝え合う場をつくる

保護者とのコミュニケーションの代表的なツールの一つである連絡帳は，子
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どもの様子を伝え合う大切なやりとりです。保護者が園に伝えたいことを記述

できるため，保護者と保育者との双方的なコミュニケーションが可能になりま

す。子どもの家庭での様子だけでなく，子育ての悩みが書いてあることもある

ため，その内容や状況によっては，保育者から「一度，時間をつくってお話し

ませんか？」などと保護者に声をかけ，面談することもあります。   

保育者は，連絡帳や送迎時のやりとりを大切にしながら，子どもを中心に家

庭と園，保護者と保育者がつながるよう心がけています。保護者は，子どもた

ちが生き生きと園で過ごしていると，とても安心します。そのため，日々の子

どもたちの実際の様子が伝わるように，文字のみのやり取りだけでなく，写真

と文章でまとめたクラスだよりを作成して，お迎えの時間が近づくと保護者の

目に入りやすいところに掲示したり，ホームページで発信したりするなどの工

夫を行っている園もあります。   

例えば，保育ドキュメンテーション４）の考えを活用した「フォトだより」（写

真  1-1）があります。  

写真  1-1 フォトだより  

子どもの 1 日の様子だ

けでなく、連絡事項も

伝える。  
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保育ドキュメンテーションは，おたよりとは異なり，子どもの具体的なエピ

ソードと保育者の読み取り（気づき）などを書いた記録です。この園の「フォ

トだより」（写真 1-1）では，その日の出来事に加えて，保護者への連絡事項を

書くときもあり，保育ドキュメンテーションにおたよりの要素を加えています。

保護者と保育者だけでなく，保護者同士のやりとりの場ができ，さらには，お

迎えに来た祖父母が写真を撮っていき，家庭で子どものその日の様子を共有す

るツールにもなっているそうです。過去の「フォトだより」は，クラス別のフ

ァイルにして正面玄関に置いているため，いつでも自由に閲覧できます。  

もちろん，個人情報の管理は徹底しており，記録を公表する際の保護者の同

意は欠かせません。家庭に対しても個人情報の扱い方について説明し，個人の

SNS へのアップを希望する場合は，自分の子どものみにするか，映っている全

員の子どもの保護者から許可を得るようにしています。  

（2）保育の意図を伝える

子どもの周りにいる大人全員で子どもの育ちを支えているという，家庭と園

が共通認識をもてるように園文化を醸成していくことも大切です。例えば，園

長が毎月の園だよりに加えて，不定期で保育の魅力を伝える「げんきなこだよ

り」の発行を始めた公立園もあります。  

きっかけは，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）でした。公立園として

子どもを預かる使命とともに，保護者の不安を少しでも取り除きたいという思

い，そして，保護者から「安心して園に預けていいんだ」と思ってもらえるよ

うに自園の保育を伝えたいという保育者たちの思いから始まりました。「げん

きなこだより」では，担任だけでは伝えきれない保育のエピソードを園長が発

信します。園長が日々の保育に共感し，保育者を肯定的に受け止めていること

が表れているため，保護者に園の保育の魅力が伝わるだけでなく，保育者にと

っても「園長が自分の保育を理解してくれる」という安心と自信につながって

います。  

通常，園では，定期的に保護者との面談や保育参観，運動会や発表会の行事

などがあります。このような行事は，保護者の思いを受け止めながら保育の意

図を直接伝え，子どもについて相互に語り合える場です。そのため，個人面談

（個人懇談）を希望者全員ができるように面談期間をできる限り長く設けたり，
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子育て懇談会を入園式後 1 か月間にわたって毎週設けたりすることで，保護者

との信頼関係の形成に配慮する園もあります。保育参観や行事を計画する際に

は，仕事をもつ保護者がなるべく足を運べるように考え，小学校に通う兄姉の

授業参観日と合わせるなど，日程を工夫したりもします。  

保護者に依頼したアンケート調査の結果は，必ずおたより等でフィードバッ

クし，園からの一方的な発信型の子育て支援にならないようにもしています。

また，特別な配慮を必要とする子どもについては，定期的に保護者との面談を

行い，家庭での様子や日々の生活で困っていること，園に対する要望などを丁

寧に聞き，相互理解を図るようにします。  

鹿島こども園（https://www.meiboku.ed.jp/kashima/）は，2008 年に蒲郡市

立鹿島保育園民営化の移管先となり，子どもと保護者と保育者と共に育ち合う

「共
とも

育
そだ

ち」を地域にも開いていく努力を重ねています。地域の子育て家庭の交

流の場でもある「子育て広場」には，園児の保護者が，子育てに困っている親

を連れてくることもあり，地域を越えた家族支援の場にもなっているそうです。 

また，「子育て懇談会」を開き，保育者が保護者に日々の保育で大切にしてい

ることを伝えています。写真  1-2 は，アタッチメントについて解説するために

保育者が作成したイラストの一例です。  

就学前の時期になると，安心して小学校生活を迎えられる支援も行います。

例えば，5 歳児（年長児）クラスの懇談会では，2017 年の保育所保育指針等の

改定（訂）で示された「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」（以下，「 10 の

写真 1-2 

「アタッチメント」に

ついて保護者に分かり

やすく説明する。  
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姿」という）について保護者に伝えるため，「10 の姿クイズ」を行いました。

そのことをきっかけに，小学校教育に携わっている保護者と 10 の姿を共通言

語に情報交換ができるようになったり，保護者から小学校や地域に，園では何

を育てているのかを説明してくれるようになったりもしたそうです。  

３  心をつなぐ子育て支援をめざして  

（１）保護者の心の声に気づく   

次の場面を思い浮かべてみましょう。もうすぐ寝返りをするかもしれないこ

とを保護者と話していたところ，あなたが初めての寝返りを目にしたとします。

その子どもにとって，人生で初めての寝返りをした瞬間を目の当たりにしたら，

あなたは，とても感動するでしょう。保護者に，真っ先に伝えたくもなるでし

ょう。特に乳児期は，生まれてから毎日が初めての経験であり，子どもの成長

を見守るおとなは，たくさんの「初めて」に出会います。子どもの「初めて」

に出会う度に，おとなが喜びを感じる時期であり，デフメンターとしても，保

護者とたくさんの「初めて」を共有したくなるでしょう。  

しかし，専門職としては，ここで一呼吸おいてほしいのです。子どもの成長

の喜びを伝えたくなった気持ちは，一見すると，子どもの成長を保護者と共に

喜ぶ専門性の表れのようにも思えます。もちろん，「子どもが，どのようなこと

ができるようになったか詳しく教えてほしい」と希望する保護者もいます。し

かし，保護者が抱えている背景によっては，他者から報告されたわが子の成長

の喜びを素直に受け止められないこともあるのです。   

例えば，自身の病気やおかれた状況など，何らかの事情により園に預けなけ

ればいけない状況にある保護者にとっては， 「自分が元気だったら，子どもの

初めての寝返りの瞬間を見られたかもしれないのに･･････」などと，思いたく

なくても思ってしまうことがあります。保護者との相互理解と信頼関係が希薄

であるほど，子どもの育ちを共に喜ぶことが専門職者の押しつけになってしま

うかもしれないのです。  

（２）心をつなぐ子育て支援と自己覚知  

既述した例のように，困難な状況にあるために子育てに自信がもてなくなっ

ている保護者に対しては，どのような支援が保護者自身の力が発揮されること
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につながる支援かを考えてみるといいでしょう。  例えば，「大好きなおもちゃ

に，ぐーっと手を伸ばしていましたよ」と，寝返りにつながった行動を具体的

に伝えることで，子どもの行動に保護者が今までよりも注目したり，寝返りを

見ようとおもちゃを介して子どもとのかかわりが増えたりすることで，保護者

自身の目で見た子どもの成長を喜ぶことができるようになるかもしれません。  

対人援助職が身につけるべき専門性の一つに，「自己覚知（ self-awareness） 」

があります。「自己覚知」とは，自分自身のもっている価値観を自覚的に問うこ

とを通して，自分自身を深く知ることです。子どもも保護者もデフメンターも，

一人一人が豊かな個性をもった人間です。そのため，時に，思いのすれ違いも

生じます。すれ違いが起きたときほど，「相互理解」「信頼関係」「受容的態度」

といった子育て支援の原則に自覚的に立ち返り，デフメンターとしての自分自

身を問うことが大切になります。答えが見つからないときほど，答えのない中

に身を置き，自身の子育てに対する価値観を問うことも専門性の一つです。  

自分の専門性を過大評価せずに，自分ができることと限界を自覚し，他の専

門職や関係機関とつながることができれば，心をつなぐ子育て支援はさらに充

実していきます。子どもを中心に据えて，子どもの幸せ（well-being）のための

ネットワークを築くことも，「子ども－家庭－地域」の心をつなぐ子育て支援に

求められる専門性と言えるでしょう。  

【注】   

1）柏女霊峰『これからの子ども・子育て支援を考える－共生社会の創出をめざ

して－』ミネルヴァ書房，2017，pp.78-90  

2）F.P. バイステック，田代不二夫・村越芳男訳『ケースワークの原則－よりよ

き援助を与えるために－』1965（初版）／  1980（新装版），誠信書房（尾崎

新・福田俊子  ・原田和  幸  訳『ケースワークの原則［新訳改訂版］  援助関

係を形成する技法』2006，誠信書房）  

3）表  1 を作成するにあたり，特に，笠師千恵・小橋明子『相談援助  保育相

談支援』中山書店， 2014，pp.54-57，厚生労働省『保育所保育指針解説』フ

レーベル館，  2018，  pp.328-342 を参照した。

4）大豆生田啓友・おおえだけいこ『日本版保育ドキュメンテーションのすすめ』

小学館，2020，pp.2-3 
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【付記】  

本テキストは，『乳幼児  教育・保育シリーズ  子育て支援―より豊かに育つ支

援を目指して―』（大方美香・齊藤崇 (編著 )，光生館，2019 年）に所収された

「日常的・継続的な関わりを通じた保護者との相互理解と信頼関係の形成」（伊

藤理絵，pp.11-21）を加筆・修正し、デフメンター研修「子育て支援の基本（総

合演習）」のテキストとして改変した。  

【参考文献】   

荒牧美佐子「14. 子育て支援」，無藤隆編『「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」（10 の  姿）と重要事項（プラス  5）を見える化！  10 の姿プラス  5・

実践解説書』ひかりのくに，  2018  

笠師千恵・小橋明子『相談援助  保育相談支援』中山書店，2014  

厚生労働省『保育所保育指針解説』フレーベル館， 2018  

内閣府・文部科学省・厚生労働省『幼保連携型認定こども園教育・保育要領解

説』フレーベ  ル館，2018 

立花直樹・安田誠人編『保育現場で役立つ相談援助・相談支援』晃洋書店，2013

無藤隆・安藤智子編『子育て支援の心理学－家庭・園・地域で育てる』有斐閣，  

2008  

『保育ナビ 2016 8 月号』フレーベル館，2016 

【協力（所属は 2023 年 10 月現在）】  

名古屋短期大学  准教授  嶌田弘子  先生  

学校法人明睦学園鹿島こども園  園長  桒名記子  先生  

愛知県蒲郡市立南部保育園    園長  牧原乙子  先生  
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【演習問題】 以下に示すエピソードは，ある保育者による語りです。デフメ

ンターが，ろう者の方の活躍できる場でもあり，ろう者と聴者をつなぐ機会に

なることに希望を感じ，私立保育所で難聴児を初めて受け入れた経験をお話し

てくださいました。エピソードを読み，この子の育ちを支えるために，どのよ

うな子育て支援が必要だと思いますか？  オンライン研修で学んだことを生か

して，思いつく限りの支援を考えてください。  

＜エピソード＞  

2020 年頃のことです。当時，1 歳児の男の子でした。補聴器をつけてい

ましたので，その管理や園生活としてその子自身とどう向き合うか，全職員

で話し合ったり，保護者の方と相談したりしました。  

入所するに至った背景として，母親が子どもの将来を心配するあまり，心

身のバランスを崩し苦しんでいたことがありました。父親と祖母が協力して

子育てをしながら入園先を探していましたが，公立園も含めて他園での受け

入れを断られ続け，本園に相談にみえたのでした。私は，責任ある立場にあ

りましたので，迷うことなく，入所を受け入れました。入所後，しばらくし

て母親は入院することになりました。  

難聴の子どもさんをお預かりするにあたり，園では早速，研修をすること

にしました。知り合いの方に耳の不自由な方がいましたので，その方に協力

をお願いしたところ，快く引き受けてくださいました。困り感やしてほしい

ことを伺い，助言をいただきながら，保育者としてお預かりする子どもが，

園で楽しく，そして安全に過ごすにはどうしたらいいか，職員全員で考えま

した。年齢的にも預かるのは難しいのではないかと懸念する職員もいました

が，研修を継続する中で，その家庭には園が必要であること，支える役割が

保育者にはあることを共通理解できるように話し合いを重ねていきました。  

園では 2 歳児までお預かりをし，3 歳児になって幼稚部に入学しました。  

この経験を通して、私自身の中に、支える側と支えられる側への先入観が

あったことに気付かされました。耳の不自由な彼女を招いての研修を受けた

時、私たちが支えられていることに気付かされたのです。また、男の子のお

母さんに彼女を紹介したかったのですが、実現はできませんでした。「人と

人をつなぐ」ことも保育者の大切な役割だからこそ、何をしてもらうのでは

なく、まずは、つながってほしかったと、今も思っています。  
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                  所属研究機関長 職 名 総長 
 
                          氏 名 芳賀 信彦 
 
                              

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  難聴児の手話療育体制整備に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名）  研究所・室長                                

    （氏名・フリガナ）  今橋 久美子（イマハシ クミコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

 
６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年５月２７日 
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機関名 国立障害者リハビリテーションセンター 

 
                  所属研究機関長 職 名 総長 
 
                          氏 名 芳賀 信彦 
 
                              

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  難聴児の手話療育体制整備に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名）  研究所・研究員                                

    （氏名・フリガナ）  高嶋 由布子（タカシマ ユフコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

 
６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 5月 15日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   

                               
機関名 九州産業大学   
  

                      所属研究機関長 職 名 学長       
                                                                                      
                              氏 名 北島 己佐吉     
  

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  難聴児の手話療育体制整備に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名）人間科学部・教授                                  

    （氏名・フリガナ）阿部 敬信・アベ タカノブ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック
し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

 
６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：ＣＯＩ委員会未設置のため） 
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機関名 国立大学法人宮城教育大学 
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ては以下のとおりです。 
 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  難聴児の手話療育体制整備に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名）  教育学部・教授                                
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審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック
し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

 
６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 5月 19日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 関西学院大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 森 康俊           
 

   次の職員の７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については

以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                         

２．研究課題名 難聴児の手話療育体制整備に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 手話言語研究センター 特別任期制助教                                 

    （氏名・フリガナ） 前川 和美 （マエガワ カズミ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和8年 5月 7日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   
                              機関名 常葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 安武 伸朗  
 
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  難聴児の手話療育体制整備に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名）  保育学部・准教授                                

    （氏名・フリガナ）  伊藤 理絵（イトウ リエ）                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 常葉大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

 
６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


